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皿　地域政策の確立 ・調整的後退期（１９４５～５０年）

　第２次大戦後のイギリス地域政策は，前章て詳述したように，１９４４年『雇用

政策白書』で誓約した「完全雇用」（物価と賃金の悪循環が生じないｒ高度かつ安

定的な雇用」と定義づけられた政策目的）とそれを達成する手段としての財政金融

政策を総括した「総需要管理政策」の一環をなしその “地域版”として産業立

地政策が活用される，いわぱ特殊な政策領域として位置付けられた 。

　一方，『白書』を策定したケイ■ソア！も大蔵省保守派も ，想定したか上 る

地域政策は戦時から平時への移行期の比較的短期で完了するとした予測は，一

面で的中し，一面で的外れとな った。すなわち，大戦で生産能力の大半を破壊

された独仏などの大陸諸国や日本の経済復興が軌道に乗るまでの１９５０年代半ぼ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９５）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
までの問，イギリスは世界経済における相対的地位を改善したが，その予測は

その限りで的中したのである。後述するように，１９５０年代の地域政策の機能停

止はそのことを物語る。だがその後，アメリカを除く主要先進国の戦後復興及

び高度経済成長の進行とともに，大戦突入以来息を吹き返した「北部」におけ

る石炭，鉄鋼，造船，重機械や繊維（綿 ・羊毛）などの基礎産業が再び構造的

衰退に陥り地域問題か再燃し，６０年代に地域政策は格段と強化されることにな

るのである 。

　他方で，戦後雇用政策を支える予算政策と国際収支赤字見通しとの二律背反

かポノトの国際的信認を危機（ポノト危機）に陥れるとしたヘノターソノ顧問

を中心とした大蔵省保守派の懸念は，予算余剰の形成を除いて物の見事に的中

したというほかない。周知のように，戦後イギリスの経済循環はイギリス経済

が絶えず悩まされ繰り返された国際収支＝ポンド危機を契機とした総需要の抑

制（特に投資抑制）と造出が短期的に交替するいわゆる「ストッ プ・ ゴー 循環」
　　　　　　　２）
（ＳｔＯｐ－ＧＯ　Ｃｙ・ｌｅ・）といわれ，経済政策及び経済成長に対する最も重大な対外的

な制約条件とな った。地域政策もその影響を免れえなかったのは言う迄もない 。

　こうした地域政策をめぐる見通しと制約条件を念頭に置きながら，戦後地域

政策の段階と特質を分析していきたい，と考える 。

１）　カルドアは，他の諸国と比べてかなり高い成長を遂げた１９３２～５７年の２５年間を

　イギリスの相対的衰退の休止期であると規定し，戦時期を除いてもその間の工業

　生産は年率約５％で増加したことを強調し，第１次世界大戦前の２％及び１９６０年

　以後の２．５％と対比している（Ｎ．Ｃａｌｄｏｒ（１９８３），ｎ３Ｅ６０〃ｏ〃６ Ｃｏ鮒ｇ雌舳５ げ

　〃術丁肋比加れＤｕｃｋｗｏｒｔｈ，ｐｐ．３１－２）。

２）　ｒストッ プ・ ゴー 循環」については，さしあたり ，Ｓ．Ｐ
ｏＩｌａｒｄ（１９８４），丁加

　肋３〃〃ｇゲ〃６■８ブ〃あんＥ６０〃ｏ閉ツ ｊ■８〃〃
５ん　厄６０〃ｏ刎ゴ６ Ｐｏ〃６ツ１９４５¢ｏ 肋６ －Ｐ“ 一

　５３〃，２ｎｄ　ｅｄ・，ＰＰ・３１－４６，７２，８１，１０２，１３１；Ｄ．Ｃｏａｔｅｓ ＆Ｊ ．Ｈｉ１１ａｒｄ（ｅｄｓ．）（１９８６）
，

　ｎ・厄・… 加ご Ｄ・・伽・ げ〃・伽・Ｂブ伽か丁加Ｄ・６〃・・ ６・伽舳ム批伽ゴ
Ｒ昭似Ｗｈｅａｔｓｈｅａｆ　Ｂｏｏｋｓ， Ｐａｓｓｍ，を参昭。ポラートはｒストソフ　コー 循環」

　期は１９４７～７３年という長期に亙っていることを分析し，これがイギリス経済衰弱

　の直接的原因である低い投資水準の背景にある根本的原因と規定している 。

　　国際通貨：ポソドの衰退については，さしあたりＡ．Ｃａｉｍｃｒｏｓｓ ＆Ｂ．Ｅｉｃｈｅｎ 一

　　　　　　　　　　　　　　（８９６）
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ｇｒｅｅｎ（１９８３），３蛇ｒＺ閉８．閉Ｄ６０Ｚ刎６　Ｔん３ Ｄ６リ〃〃〃７０郷 げ１９３１．１９４９，ｏ〃ゴ１９６７

Ｂ１ａｃｋｗｅ１１，を参昭 。

１皿

一１　戦後地域政策の基本立法　１９４５年産業配置法と１９４７年都市 ・農村計画

　　法の成立と特徴

　本節では，『雇用政策白書』第皿章に基づく産業配置法案（ダルトソ法案）の

策定過程と下院での法案審議過程において修正された諸条項の主要論点を分析

するとともに，成立した１９４５年産業配置法及びそれと直接関連する１９４７年都

市・ 農村計画法の該当条項の特徴を検討する 。

　皿一１－１　タルトン法案の策定と１９４５年産業配置法の成立過程　　１９４４年５

月１９日の閣議承認後，『雇用政策白書』は議会に提出されかつ公表された。タ

イムズ紙は積極的歓迎の論陣を展開したＣ５月３０日のタイムズ紙は『雇用政策

白書』が受けた推奨の合唱から，「この重大な問題に関する国家政策の合意に

向げて偉大な前進が図られたのは明白である」と評価し，同時に白書では十分

な効力がないと信じる人々に対して「すべての色合いの意見を考慮して，伝統

的なイギリス的方法で（革命的変化）が一歩一歩生じ，かくして最も広範な支

持を得る努力が行なわれることが重要なのである」と論評した。下院議会での

論議は翌６月２１～２３日の３日間行なわれ，政策効果の程度についての主張が交

錯したか，大勢は広範囲の合意を示した。この論議を前後してタイムス紙は３

回に亙って杜説で論評するが，論議の結果を受けた６月２６日の杜説では，「現

代的諸条件の下では完全雇用を確保するためにあの市場諸力の自動的ｆ乍用に頼

ることはできないし，また全般的失業はもはや耐えられない疾病であるという

基本的問題に関してほ！ 普遍的な合意かある」と論評して明白な満足の意を示
　３）
した 。

　扱て，『雇用政策白書』における地域政策を実施するためには，法案起草と

行政機構の設立という２つの措置が必要であ った。一方では，『白書』に盛り

込まれた地域政策の法制化を想定して，商務省を始めとする政府省庁はその実

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９７）
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施に係わる組織的準備と機構改革の取り組みを開始した。１９４４年６月 ，商務省

内ではタルトノの私設顧問て『白書』におげる地域政策起草（ノェイ　フラノ）

に重要な貢献をしたジ ェイと工場 ・倉庫スベース統制部長 ・・
Ｐ．

ウ才一ター卿

（Ｓｉ・ Ｐｈｉ１１ｉｐ　Ｗ・・ｔ・・）が地域政策を担当する新設部局の共同責任者（次官補待遇）

となり ，彼等は直ちに組織つくりに取り掛った。商務省本庁に産業配置地域局

（Ｄｉ・出ｂｕ七０ｎＯｆ　Ｉｎｄｕ・ｔＷ＆Ｒ・ｇｉ・ｎａｌ　Ｄｉｖｉ・ｉＯｎ）が設置された。これは省庁間産業

配置委員会（Ｉｎｔｅ・一Ｄｅｐａ・ｔｍｅｎｔａ１Ｄ １ｓｔ・１ｂｕｕＯｎ　Ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔ・ｙ　Ｃｏｍｍｔｔｅｅ）に支えられる

ことか予定され，後者の中に戦時政府工場 ・国営軍需工廠の処分と転換を担当

する小委員会Ａと新工場の立地と建設を担当する小委員会Ｂが設置されること

にな った。産業配置地域局のなかに戦時中に調達省か担当していた新産業立地

向け用地に関する包括的な全国情報を提供する立地計画室（・ Ｌ０・ｔ１０ｎ　Ｐ１・ｍｍｇ

Ｒ０・ｍ）も設置された。さらに，１０月２２日にはウォーター卿の覚書により省庁

間産業配置地域委員会（Ｒ・ｇ１０ｎ・１Ｉｎｔ・・一Ｄ・ｐ・・ｔｍ・ｎｔ・１ＣＯｍｍ１ｔｔ…　０ｎｔｈ・Ｄ１・ｔ・１ｂｕ

ｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｄｕ・ｔ・ｙ）が設置された
。

　こうして，『白劃に基づく新たな地域政策を実施する行政機構の整備が

着々と進行し，当該の法律が成立すれぼこれらの行政機構は法令上の機能をも

つ直前にまで行き着いたのである。しかも ，工場 ・倉庫スペ ース統制部の地方

事務所は商務省地域局に改組され，各産業配置地域委員会は同省地域局長か主
　　　　　　　　　４）
宰する見通しとな った 。

　これに引き換え，法的枠組を形成する法案はその準備さえ始められていなか

った。チャーチル率いる連立内閣のなかで工業（工場）立地規制をめぐっ て深

刻な対立があ ったからである 。１１月下旬，内閣官房から漸く提出を要請された

タルトノ起草の概要法案（ｔｈ
・・ｕｔｌｍ・ Ｂ１１１）は，産業配置閣僚委員会（ヘウィ■

委員長［労相１／労働党３対保守党２の構成）で企業の工場立地の権利に対する国

家干渉（ロソドソやバ ーミソガムなどの工業過密区域への工場立地規制 ：建築許可証に

よる戦時立地規制の応用としての５０００平方 フィート［４６５ｍ２１を越える工業用建物の商

務省許可証の事前取得の義務付け）に対する保守党閣僚の強い反対に遭い大論争

が行なわれた。しかも１２月３日 ，この問題の議論が政治的論争の様相を帯びて

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９８）
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いると判断したチャーチルはベヴィ１■委員長に書簡を送り ，法案の骨格をなす

概念自体の反対者である国璽尚書：ビーヴ ァブルック（Ｗ．Ｍ．Ａ．Ｂｅａ…ｂ
・ｏｏｋ）

を加えて補強すべきであると提案したのに対して，ベヴィンは断固として拒絶

したのである 。４５年２月 ，終戦を間近に控えてダルトンは戦時内閣が瓦解する

前に法案を成立させる最後のチャソスは今しかない考えたが，チャーチルがカ

イロ 会談やヤルタ会談のため外遊している中で法案の閣議承認は延びのびにな

っていた。ダルトノはアトリー 副首相とリトゥルト１■調達相に書簡を送り ，法

案遅滞の責任を取って辞任するという威嚇的な非常手段にてた。こうした経過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
を経て，２月７日 ，法案は漸く閣議承認を得たのである 。

　産業配置法案（この当初法案を「タルトノ 法案」と１乎ぶ）は，２月２０日 ，下院に

提出された。これについて，タイムズ紙は２月２３日の杜説で「バーロー報告の

諸原理と個人的にはマルコム ・スチ ュァート卿（イノクラ■ト　ゥェールス 特別

区域担当初代 コミッショ ナー［筆者註１）の勝利である」と論評した。ダルトン法

案は，独立した中央行政機関の設置を除けぼ，確かにバーロー委員会の主要な

勧告のいくつかを組み入れたものであ った。２月２３日 ，高齢（７７歳）のモ１／タ

ギュー　ハーロー卿はタルト刈こ，自分はもはや保守党員てはないか，「しか

しなお保守党議員にはかなりの影響力を持っているのて，私の法案ためにこれ

を使うことにする」と打ち明けたという 。そしてバーロー卿は，３月８日のタ

イムス紙に「正しい方向での望ましい一歩てある」という法案支持の書簡を公
　　６）
表した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　ダルトン法案の下院における審議経過は以下の通りである。ダルトン法案は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
４５年２月２１日の本会議で第１読会を通過し，さらに３月２１日の本会議で第２読

会を通過して常任委員会の審議に付託された。常任委員会は５月８日 ，１０目及

び１５日の審議を通じて法案を修正した。６月４日の「報告段階」の本会議にお

いて常任委員会による法案修正条項とともに，法案の追加修正案が審議されい

ずれも合意に達し，直ちに第３読会に移行し修正法案（１９４５年産業配置法）が成

立した。６月１１日に下院は上院よりの下院修正法案の無修正採択のメッセージ

を受けとり ，６月１５日に勅裁か下付された（同日 ，下院解散→総選挙）。

　　　　　　　　　　　　　　　　（８９９）
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　ダルトン法案の審議過程で主としていかなる論争が闘わされ，いかなる修正

が行なわれたかを検討しよう 。そのために作成したのが，表皿一１である 。

表１皿 一１ １９４５年産業配置法とダルトン法案の主要な相違点

１９４５年産業配置法（表皿一２－１を参照）

第１条～第４条

第５条　荒廃地整備事業に関して地方行政府ま

　たは特殊会杜への補助金供与規定，を挿入

第６条　新条項，として挿入

第７条（開発区域指定の変更）　　開発区域指

　定の追加及び削除に関する省令公布につい

　て，関係地方行政府との事前協議及び上下両

　院決議による承認という手続，を捜入

第８条（特別区域諸法の廃止）

第９条（工場建設の通知業務）１万平方 フィー
　ト（９３０ｍ２）以上の工場建設（ｒ拡張」を削除）

＊「ダルトン法案」第９条を削除

その他（略）

ダルトン法案

第１条～第４条　産業配置法に基本的に同じ

第５条　地方行政府または特殊会杜が行なう荒

　廃地整備事業及び補助金供与の規定ナシ

第６条（開発区域指定の変更）産業配置法に
　おける（３）の項目ナシ

第７条（特別区域諸法の廃止）産業配置法第

　８条に基本的に同じ

第８条（工場建設の通知業務）３，０００平方 フィ

　ート（２７９ｍ２）以上の工場の建設及び拡張

第９条（特定区域におげる工場建設の禁止）

　上下両院の承認決議を条件に，産業の過度な

　密集に対する重大な経済的及び杜会的な反対

　事由がある区域における工場建設を禁止する

　権限を商務省に付与する 。

その他（略）

資料）Ｌｏｅ
ｂｌ，Ｇｏ刀ぴ舳刎ハ〃ｏ加Ｍ〃工加０確伽 ｏゾ３〃舳Ｒ妙ｏ〃〃Ｐｏ伽ツ１９８４－１９４８，ＰＰ．２２３－４及び後

　　掲表皿 一２－１ ，より作成 。

　ダルト１／法案をめぐる主要な争点は，ダルト１／商務相が法案の提案理由，目

的， 主要内容や意義を説明し，法案の基本原則が審議された４５年３月２１日の６

時間半余に及んだ下院第２読会（法案の基本原則に関する修正ないし削除のみを行

ない個別条項の修正 ・削除はその後の「委員会段階」及び「報告段階」で行なう）で凝

集的に表明された。そこでは法案に対する賛否両論で白熱した論争にな った 。

　法案に対する賛成論は，３０年代大不況におげる失業の実態を指摘しハーロー

報告の意図に言及しつ二 ，法案は『雇用政策白書』の趣旨に合致し戦前の不況

区域の再現を防止するために不可欠である，という主張てある（北部，スコソ

トランドやサウス ・ウェールズ選出議員等）。

　他方で，法案反対論の中心は開発区域指定一覧から除外された工業地域出身

（９００）
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議員（特に 一ヅトラノスやラノカノヤー），戦前に特定工業部門の衰退を経験し開

発区域指定にリストされていない選挙区 ・農業州の出身議員や保守党自由主義

派によるものであり ，主要な論点は次のように要約される。０　法案は自由な

私企業（ｐ・ｉｖ・ｔ・・ｎｔ・・ｐ・ｉ・・）を束縛し官僚主義と杜会主義を最後の限界まで押し

進めるものである（原則的反対論），　　法案における工場の建設及び拡張の規

制は受げ入れ難く１０人ないし１５人程度の雇用が許容範囲となる３０００立方 フィー

ト（２７９ｍ２）という規制基準は余りにも厳しすぎ，バーミノガムやミッドラン

スのような区域での再開発計画を実行不可能にする（例えは３万平方 フィート

［２７９１ｍ２１なと規制基準の大幅引上げ），　　『雇用政策白書』ては主管官庁は商務

省とし労働省，都市 ・農村計画省等様々の省庁との分担体制が勧告されていた

が， 法案で商務省の単独所管とされているのは他の省庁の行政分野を侵害する

おそれがある，＠　商務相に工場建設禁止という全く法外な権限を与える法案

第９条は西ミッドラノドのような工業地域にとっ て最大の懸念を惹起するもの

であり ，また議会の承認決議前に行政命令が施行されるのは全く誤りだ（第９

条の大幅修正ないし撤回）という主張であり ，反対派の大勢は法案の修正を求め

た。

　また，開発区域指定予定選挙区域出身議員からは全く逆の立場から，法案は

大した効力かなく開発区域への産業の直接的な移転を選好すへきだとする異論

も指摘された 。

　さらに独自の立場を主張したのは保守党改革委員会（ｔｈｅＴｏ・ｙＲｅｆｏｍ

ＣＯｍｍ１廿・・）を事実上代表して発言したミトルセヅクス（クレータ　ロノトノ）＝

ハロー（Ｈ・ｍｗ）選挙区のＮボーワー（Ｎｏｍ・ｎ Ｂｏｗｅ・）てあ った。彼は，一

方てハーロー報告の諸原理にかなり厳密に従った法案を心から歓迎するとしな

からも ，他方て若干の点ての修正か必要であると主張した。すなわち，第１に ，

第９条の工場建設禁止権限に関して都市 ・農村計画相やその他の省庁との協議

条項か欠落しており ，この点て重要なのは産業の適正な配置という基準だけて

なく適正な土地利用という基準である，第２に，ドイツ軍の爆撃により破壊さ

れた 口１／ドノその他の大都市の復興とわが国工業の大規模な再配置が（一律禁

　　　　　　　　　　　　　　　　（９０１）
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止ではなく）実施可能なように第９条は一部削除を含む修正が行なわれるべき

である，第３に，第４条で大蔵省か諮問委員会を設置するように，商務省は第

９条の工場建設禁止権限の行便に関して労使双方からなる諮問委員会を設置す
　　　　　　　　　　　　　　　９）
べきである，というものであ った 。

　こうした白熱した論議に対して政府を代表して総括的見解を述べたのは，ダ

ルトノの僚友で保守党出身のリトゥルト■調達相てあ った。彼は法案の意義を

改めて強調するとともに，反対論を解きほぐし，修正案の提案者 ＝Ｇ．シ ュス

ター 卿（Ｓｒ Ｇｅｏｒｇｅ Ｓｈｕｓｔｅｒ：ウォールソール選出保守党議員［スタ ソフォートノ

ヤ■）に対し「省令か策定される前に関係地方行政府と協議する」義務規定

を挿入するという点で第９条の修正に応じる姿勢を示し，政府としてそれを

「委員会段階」で提案することを約束した。シ ュスター卿は第２読会での論議

が法案の実質的修正の必要性を明らかにしたと判断して，修正動議を撤回した 。

こうして，ダルトソ法案は第２読会を採決ナシに通過し，「委員会段階」（常任
　　　　　　　　　　　　１０）
委員会）の審議に付託された 。

　「委員会段階」（５月８日 ，１０日及び１５日）の審議では，先ず５月８日にダルト

ノ法案第１条～第３条と第４条の大部分が合意に達した。５月１０日及ぴ１５日の

審議では，ダルトソ法案第４条と第７条が合意に達したほかは，次のような法

案修正と政府提案が合意に達した 。

　すなわち，第１に，商務省所管の下で荒廃地（工場跡地）整備の事業主体に

ダルトン法案にはなかった地方行政府や特殊会杜が国の補助金を得て加われる

よう追加挿入され（１９４５年産業配置法第５条），第２に，開発区域指定の変更（タ

ルトン法案第６条）に関する商務省令公布手続として関係地方行政府との事前協

議と上下両院による承認手続きを義務付ける追加項目か挿入され（産業配置法

第７条一　），第３に，開発区域外における工場建設の通知義務（タルトノ法案第

８条）に関して ，規制基準を３０００平方フィートから１万平方 フィートに引上げ ，

また「拡張」（・ｘｔｅｎ七〇ｎ・）という用語が削除され（産業配置法第９条），第４に ，

政府はダルトソ法案にはなかった商務省が行なう開発区域における工場用地の

取得 ・工場建設（第１条）や荒廃地整備事業（第５条）に関して，全国開発計画

　　　　　　　　　　　　　　　　（９０２）
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（都市 ・農村計画法＝都市 ・農村計画省所管）との整合性を確保する義務規定を新

たな条項として提案することを約束した 。

　最も激しい論争か行なわれ賛否両派の対立の厳しいタルトン法案第９条（指

定区域のおける工場建設の禁止）の取り扱いに関して，ダルトン自身が「委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
段階」審議の先送りを要請し，その決着は持ち越された 。

　ところが，この「委員会段階」審議の最終段階（５月８日 ，１０日及び１５日）直

後の５月１８～２０日の労働党全国執行委員会の決定に従い，５月２０日に連立政府

を構成するアトリー党首（枢密院議長兼副首相）始め労働党閣僚全員か辞任し ，

５月２３日に連立政府は崩壊しチャーチルは選挙管理内閣を組織し，７月５日の

いわは駆込み総選挙を指示するという事態にな った。５月８日の第２次欧州大

戦の連合国の勝利で誰の眼にも戦時連立政府の終りが近付いていることは予想

はされていた。同時に，５月１５日 ，アトリーはチャーチルに対して日本との戦

争終結まで連立政府に留まる可能性を示唆していたが，「連立政府はますます

陳腐にな っている」（エコノミスト誌／４５年３月）などの世論や労働党中央と大半

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
の労働党閣僚の大勢に従わざるをえなかったのである 。

　こうした政治的情勢の急変の中で，５月２８日 ，ダルトソ前商務相は商務相職

務を兼任したリトゥルト１／調達相と会談し，下院解散前に法案を成立させるた

めに翌２９日の常任委員会てタルト：／法案第９条の撤回提案をすることを申し出 ，

リトゥルトノは快諾した。こうして ，５月２９日の委員会審議てタルト：／法案第
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
９条の削除が合意に達し，漸く「委員会段階」を通過した 。

　下院解散と総選挙の足音が近づく最中の６月４日 ，ｒ報告段階」の本会議審

議か行なわれ，リトゥルトソ商務相はタルト：■法案第９条削除の意義を強調す

るとともに，約束していた新条項（産業配置＝法第６条）の文案を提案し承認され

た。 さらに，彼は，開発区域外における工場建設の通知義務（タルト１法案第８

条）に関して「拡張」（ｅＸｔｅｎｔ１０ｎ・）という用語の削除（産業配置法第９条）及ぴ

別表の第１次開発区域指定一覧へのスコットラ１■ド１区域の追加を提案し，い

ずれも合意に達した。こうして，修正法案は「報告段階」を通過し，直ちに第

３読会に移行して採決ナシで可決 ・成立した。上院は，下院修正法案を無修正

　　　　　　　　　　　　　　　　（９０３）
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　　　１４）
可決した。その後の７月総選挙の結果は労働党の大勝に終り（労働党３９３議席

，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）保守党２１０議席，自由党１２議席，その他２２議席），アトリー労働党政権が誕生した 。

　　３）　Ｌｏｅ
ｂ１

，ｏクご北， ＰＰ．２１９－２０

　　４）ｏ声６此 ，２２０－１

　　５）　♂ｏ， ＰＰ・２２１－２；Ｐａｒｓｏｎｓ，ｏ声６批 ，ＰＰ．８２－４

　　 ６）　Ｌｏｅ
ｂ１
，ｏク　６〃 ，Ｐ２２２

　ｃｆ　Ｐｏブ１吻舳６〃勿びＤ６６〃６５（Ｈｏ郷”ブの（１９４４－４５），５ｔｈ

　　　Ｓ
ｅｒｉｅｓ，Ｖｏ１，４０９，ＨＭＳＯ，１９４５，ｃｏ１，８５４；Ｌａｗ，ｏか６払， ｐ． ４７

　　７）　イギリスにおける法案審議の手順や呼称については，辻清明監修 ・前田英昭著

　　　『世界の議会　０　イギリス』ぎ ょうせい ，１９８３年，「第７章　庶民院（Ｉ）

　　　立法　　」を参照 。

　　８）　戸〃伽刎舳如びＤ３加肋（Ｈｏ郷〃の（１９４４－４５），５ｔｈ　Ｓｅｎｅｓ，Ｖｏ１４０８．１９４５，ｃｏ１

　　　８１６

　　ｇ）　３ｏ， Ｖｏ１，４０９，ｃｏｌｓ．８３７－９３９

　１０）　４ｏ， ｃｏ１ｓ．９３９－４９．　 ｃ£，Ｌｏｅｂ１，ｏか６松， Ｐ． ２２４

　１１）　Ｌｏｅｂ１
，，
ｏか ６〃 ，Ｐ．２４２

　１２）労働党閣僚辞任の経緯に関しては，Ｍｏｒｇａｎ，ｏク６北， ＰＰ．３４－６，を参照 。

　１３）Ｌｏｅｂ１，ｏク６机Ｐ・２２４
・ｃｆ．Ｂｏａｒｄ　ｏｆＴｒａｄｅ， Ｗｈｉｔｅ　Ｐａｐｅｒ（１９４８），Ｄあ加６〃ｏ〃 げ

　　　１〃郷ｚび，Ｃｍｄ．７５４０，ｐ．１１（ｐａｒａ．２９）

　１４）　Ｐ〃伽刎伽〃びＤ６６ｏ娩（Ｈ伽３〃め（１９４４－４５），Ｖｏ１４１１．１９４５，ｃｏ１ｓ ６００－１９ ．

　　　１２９６．１９０４

　１５）Ｍｏｒｇａｎ，ｏク〃 ，Ｐ４１
，Ｐｅ１ｌｍｇ

，ｏク〃 ，Ｐ２７

　１ト１－２　１９４５年産業配置法及び１９４７年都市 ・農村計画法関連条項の特

徴こうして成立した１９４５年産業配置法（８＆９Ｇ・ｏ．６・．３６）は，その一部

を修正した条項を含む「１９４７年都市 ・農村計画法」（１０＆１１Ｇ・０．６ ｃ． ５１）とと

もに，１９５０年代末まての戦後イギリス地域政策の基本止法をなすものてある 。

（表１皿一２－１＆２を参照）　１９４５年産業配圏法について以下の諸点にその特徴を

摘出できる，と思われる 。

　第１に，地域政策の主管官庁を労働 ・杜会政策を所管する戦前の労働省から

商業 ・貿易政策を所管する商務省に移管し，同時に コミッショ ナー執行体制を

廃止して直轄としたことである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０４）
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８７

　　　　　　　　　　　表皿一２－１　１９４５年産業配置法の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　【本法の正式名称】
　特定区域を開発し，適正な産業配置を確保する見地から工業用建築物の供給を規制し，さらに

それらの関連事項を定める法律
　　　　　　　　　　　　　　　【開発区域に関する諸条項】
〔第１条〕　開発区域における工業事業用建築物の提供～商務省（Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ）は，開発区域

　において工業事業用地の取得　造成整備，工場　関連施設及ぴ基幹ヲテ働考の住宅を建設するこ

　とができる 。

〔第２条〕　開発区域における産業ないし工業団地会杜への財政的助成～商務省は，大蔵省の同意

　を得て，開発区域における産業ないし工業団地会杜に資金貸付を行なうことができる 。

〔第３条〕　開発区域における基礎的サ ーヒス改善のための財政的助成～所管大臣は，大蔵省の同

　意を得て，開発区域における基礎的サービスの改善整備費に充当する補助金または貸付金を供

　与することができる。これは，通常権限に付加されるものである 。

　　 ＊　基礎的サ ーヒスとは，開発区域の工業用事業開発に必要な輸送施設（道路，鉄道，海運

　　　ないし航空路） ・電力 ・庄宅 ・保健 ・その他サ ービスを意味する 。

〔第４条〕　開発区域における工業事業への財政的助成～大蔵省は，自ら任命する大蔵名開発区域
　諮問委員会（ｔｈｅＤｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＡｒｅａｓ ＴｒｅａｓｕｒｙＡｄｖｉｓｏｒｙＣｏｍｍｉｔｔｅｅ＝ＤＡＴＡＣ）の同意を得

　て，商務省か認可した工業事業者に借入金の利子補給に充当する年次補助金ないし貸付金によ

　る財政的助成を供与することができる 。

〔第５条〕　開発区域におげる荒廃地（ｄｅｒｅ１ｉｃｔ１ａｎｄ）の整備に関する規定～商務省は，大蔵省の

　同意を得て，開発区域における荒廃地を取得し利用可能にするかまたは近隣居庄環境を整備す

　る事業を実施できる。さらに，商務省は，大蔵省の同意を得て，かかる事業を行なう地方行政

　府または特殊会杜（会杜利潤の杜員への分配を禁止する定款をもつ会杜）に補助金を供与する

　ことができる 。

〔第６条〕　計画制度遵守による建設～商務省は，１９３２年都市 ・農村開発法等による計画制度に違

　背して本法第１条または第５条遂行のための建築物を建設してはならない。（１９４７年都市 ・農

　村開発法により廃止）
〔第７条〕　開発区域指定の変更～０　商務省は，本法成立３年満了後，適時，開発区域の第１次

　指定に関して追加指定ないし指定解除を検討し，省令により施行できるものとする。¢　商務

　省は，第１次指定を受けなか った区域で失業の特別の危険が予測される場合には，省令により

　随時，追加指定できるものとする。　　但し，この省令の公布は関係地方行政府と協議し，そ

　の効力は上下両院決議による承認を条件とする 。

〔第８条〕特別区域諸法の廃止～本法により１９３４年及び１９３７年の特別区域（開発 ・整備）諸法を

　廃止し，特別区域基金は解除する。特別区域 コミッショ ナーの諸権限は商務省に移管し，基金

　等は国庫に払い戻される 。

〔第９条〕工業家は，１万平方 フィート（９３０ｍ２）を越える工業用建築物を建設する場合，生産

　の種類 ・床面積 ・雇用人員の詳細を添付して，商務省に通知しなければならない。（１９４７年都

　市　農村開発法により廃止）
〔第１０条〕　（略）（１９４７年都市　農村開発法により廃止）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【補足条項】

〔第１１条〕政府の支出と受取り（略）

〔第１２条〕　土地処分に関する規定（略）

〔第１３条〕　商務省権限の行使（略）

〔第１４条〕　〔第１５条〕（略）

　　　　　　　　　　　　　【開発区域指定一覧】（行政区詳細略）
〔第１次指定一覧／開発区域〕　０　マーソィサイト開発区域（１９４９年，産業配置〔開発区域〕令

　により追加），　　北東部開発区域，　　南ラソカシャー 開発区域（１９４６年，同，省令により
　追加），　　西カ１■バーランド開発区域，　　サウス ・ウェールズ＆モンマスシャー開発区域 ，

　＠　レクサム 開発区域（１９４６年，同，省令により追加），¢　スコットラ１■ド開発区域，以上

（９０５）
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表１皿一２－２　１９４７年都市 ・農村開発法の開発区域政策関連条項の抜粋

　　　　　　　　　　　　【第３章】開発規制等～土地開発許可
〔第１４条〕　地方計画当局への許可申請

第３項　土地開発許可申請が地方計画当局により処理される方法を規制する開発手続規則によ

　　り諸規定が作成されるものとする 。（以下，略）

第４項地方計画当局による許可授与を制限する前項により開発手続規則に含まれる諸条項に

　低触しないようにするとともに，商務省が当該条項のために作成する諸規則により指定され

　る種類の工業用建築物の建設に関する地方計画当局に対する許可申講は，本件の開発が適正

　な産業配置に合致して遂行することが可能であるとの商務省による証明がなけれぱ無効とす

　る。その上，許可証の写しが地方計画当局への本件の申請の際に添付されるものとする 。

　　但し，以下の事項を条件とする 。

　　　（ａ）＜延床面積限定〉上記の許可証は，延床面積５，０００平方 フィート（４６５ｍ２）を越えな

　　　　い工業用建築物の建設に関しては請求されないものとする 。

　　　（ｂ）＜区域限定 ・除外規定〉商務省がこの条項のために作成する規則により ，上記の許

　　　　可証は本規則により指定された区域において特に定めた種類の工業用建築物の建設に

　　　　関しては請求されないように指示することができるものとする 。

備考）　〈〉内は筆者による挿入である 。

資料）（表皿 一２－１＆２に共通）Ｓ止Ｒ．Ｂｕｒｒｏｗｓ（ｅｄｉｔｏｒ－ｉｎ－ｃｈｉｅｆ），‘Ｈｏ鮎〃びち８吻〃伽ｏグ〃ｇ加４ ”（１９５１），７ｔｈ

　　
ｅｄ ＢｕｔｔｅＩｗｏｈｈ＆Ｃ ｏ．，ＰＰ．５１１－２，６９９－７０７．より作成 。

　第２に，戦前の「特別区域」制から工業開発を一層前面に押し出した「開発

区域」制に変更し，失業（＝雇用）問題を基準に区域指定の変更（取消または追

加）を明文化し，その施行のための省令公布に際して関係地方行政府と事前協

議を行いかつ議会の承認決議手続きを経ることを定めたことてある。同時に指

摘すべきことは，１９４５～４７年に指定された開発地域は特別区域よりもはるかに

広範囲なこと（被保険労働人口の１９９％）である。しかも ，失業率基準の厳密な

適用で戦前には ニューカ ッスルを除いて指定から外された地域中核都市や主要

都市のカー ディフ ，スワ１／ジィー グラスゴー ダノ ディー（Ｄｍｄｅｅ）やティ

ー一 スサイト（Ｔ・…　１ｄ・）等か含まれるようにな ったのてある 。（図皿一１を参昭）

　第３に，必要な場合には強制収用によっ て土地を取得して，開発区域に工場

を建設すること 。これは，新規政策措置である 。

　第４に，大蔵省の合意を得て工業団地会杜（ｍｄｕ・位１・１・・屹ｔ・・０ｍｐ・ｍｅ・）に対

して貸付を行なうこと 。これは，１９３４年 ・３７年の特別区域法では コミッシ ョ

ナーの特別区域基金により設立された産業団地会杜（ｔｈ・ｔ・・ｄｉｎｇ・・ｔ・ｔ・

・・ｍｐ・ｍｅ・）に代替されたものである
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９０６）
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図皿 一１ 開発区域（１９４５～６０年）
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資料）Ｂ・Ｍｏｏｒｅ，Ｊ．Ｒｈｏｄｅｓ ＆Ｐ．Ｔｙ１ｅｒ（１９８６），丁加亙脈伽げＧｏ鮒舳刎ｏｌ　Ｒ勿ｏ舳１Ｅ６０刀ｏ

　舳ｃ　Ｐｏ伽ツＤ　ｐ 　ｔ　ｔｏｆＴｒａｄｅ ＆Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　ｐ２０（Ｆｌｇ３３）より借用 。

　第５に，インフラストラクチャー（杜会資本）を中心とする基礎的公共サ ー

ビスを整備すること 。これは戦前にも部分的に実施されていたが，明示的には

新規政策措置といえよう 。

（９０７）
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　第６に，閉鎖され遺棄された工場跡地を中心とした荒廃地（ｄｅ・ｅ１ｉ・ｔ１・ｎｄ）を

再利用ないし近隣居住環境の改善に資するように整備すること 。これは新規政

策措置であり ，その後今日に至るまで様々な立法措置の形で推進されている 口

■トノなどの大都市を含む産業（工業）荒廃地の国家的再整備（再開発）事業の

嗜矢をなすものである 。

　第７に，大蔵省開発区域諮問委員会（ＤＡＴＡＣ）の勧告に基づき，開発区域

における特別な工業事業に対して補助金または貸付金（ｇ・・ｎｔ…　１・・ｎ・）を供与

てきるとしたことである。但し，こうした工業事業プ ロソェクトは収益的に健

全で，他の源泉からは資金調達ができないという条件を満たすことが必要とさ

れた。（これは実質的に戦前の特別区域再建協会［ＳＡＲＡ１資金及び特別区域融資諮問

委員会［ＳＡＬＡＣ１資金とほ二 同様の制度である）

　第８に，１９４５年産業配置法は，戦前の特別区域法とは対称的に工業団地への

誘致企業に対する地方税 ・賃貸料 ・法人税等その他の租税の減免措置を欠いて

いることである。その限りでは，開発区域への工場誘致の財政的刺激誘因は狭
　　　　　　　　　　　１６）
まっ た， といえるであろう 。

　こうした特徴をもつ１９４５年産業配置法は，同時に，一方で戦時統制手段の一

環てあ った建設省所管の建築許可（ｔｈ・Ｂｕ・１ｄｍｇ　Ｌ１・・ｎ・・）制度の戦後初期にお

げる建築材料統制の継続による工場建設への適用に支えられ，他方で第９条の

開発区域外の１万平方 フィート（９３０ｍ２）を越える工場建設の通知義務か労働

党政権下て制定された１９４７年都市 ・農村計画法においてタルト■法案第９条の

撤回で果たせなかった工場密集区域での工場建設の禁止権限の法制化（産業開

発許可証［Ｉｎｄｕｔｒ１ａ１Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｃｅ打１£ｃａｔｅ１規制 ，以下，ＩＤＣ規制と略称する）によ

り補強されたこと ，を強調することが枢要であると思われる 。

　１９４５年産業配置法は，前項で詳論したように，バ ーロー報告が意図したグ

レータ ・ロンドノやバーミソガムのような過密工業都市における工場立地の差

止めを可能にする条項を欠くことにな った。しかし，戦後初期の建築資材不足

の中てそれを割り当てる建築許可制度か存続し，アトリー労働党政権は工場建

設に関しては商務省産業配置地域局か担当してこれを開発区域に重点的に配分

　　　　　　　　　　　　　　　　（９０８）
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するように運用した。こうして，ダ ノレト１／法案の幻の第９条は，事実上しかも

はるかに強力に実施されたのである。この建築許可制度が名実ともに廃止され
　　　　　　　　　　　　　　　１７）
たのは，１９５４年１０月のことであ った 。

　１９４７年都市 ・農村計画法は，それ以前の関連諸法を集大成した全１１０条 ・附

則１０項目を有し法令集で１８２ぺ一ジに及ぶ戦後イギリスにおける国土開発に関
　　　　　　　　　１８）
する基本立法である。そして，この法律の「第３章　開発規制～土地開発許

可」の第１４条第４項に１９４５年産業配置法の第９条の代替条項か格段に強化され

て挿入されたのである（表皿 一１－２を参照）。 それが，いわゆるＩＤＣ規制である 。

すなわち，撤回されたダルトン法案第９条では議会の承認決議を条件に産業の

過度な密集区域での工場建設の差止め（禁止）命令が出せることにな っていた

が， ここではそうした制約条件なしに商務省はその指定区域における（産業配

置法の１万平方 フィート＝９３０ｍ２ではなく）５０００平方 フィート＝４７５ｍ２ を越える工

場建設に関しては裁量的な許認可権を与えられた。これによっ て， 戦後地域政

策立法は「アメ とムチの立法」（Ｉ・ｇｉ・１・ｔｉ・ｎ　ｏｆ・ｔｉ・ｋ・・ｎｄ ・・ｍｔ・）となり ，か二る

産業開発立地規制こそ１９５０年代末までの戦後地域政策を戦前と質的に区別する

　　　　　　　　　　　　　　１９）
最大の指標と見散しうるのてある 。

　１６）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク〃
，ＰＰ１１Ｏ－１ ，Ｒａｎｄａ１１，ｏ少〃

，ＰＰ２６－７ ，Ｏｄｂｅｒ，ｏ〃〃 ，ＰＰ
　　　３３６－８；Ｗｈｉｔｅ　Ｐａｐｅｒ（１９４８），Ｄゴ伽６〃ｏ〃 げ１〃伽岬Ｃｍｄ．７５４０，５．Ｔｈｅ　Ｄｉｓ －

　　　 ｔｎｂｕｔ１ｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ａ ｃｔ，１９４５（ＰＰ１１－２　ｐａｒａｓ ２８－３１） ，Ｅ　Ａ１ｌｅｎ，Ａ　Ｊ　Ｏｄｂｅｒ ＆

　　　Ｐ．Ｊ．Ｂｏｗｄｅｎ（１９５７），Ｄ舳３Ｚｏ〃刎３〃Ａ肥ｏ　Ｐｏ〃リゴ〃 〃３ Ｎｏ〃んＥ必之 げ厄〃９加〃４

　　　ＮｏｒｔｈＥａｓｔＩｎｄｕｓｔｒ１ａ１＆Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔＡｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ，ｐｐ１０，２１－２ ，ＪＷＨｏｕｓｅ

　　　（１９８２），Ｔｈｅ　Ｒｅｇｉｏｎａｌ　Ｐｅｒｓｐｅｃｔｉｖｅ，ｉｎ　Ｈｏｕｓｅ（ｅｄ
．）

，丁加ひＫ助０６ピＲ３５０肌６６３，

　　　Ｅ〃伽ｏ舳肋伽６伽肋〃肥
，３ｔｈ　ｅｄ

．，

Ｗｅｉｄｅｎｆｅ１ｄ＆Ｎｉｃｏ１ｓｏｎ
，ｐ
．２２

　１７）ＭｃＣｒｏｎｅ，砂 ６〃 ，Ｐ１１５ ，Ｒ
ａｎｄａ１１

，ｏク６〃 ，Ｐ２７ ，Ｏｄｂｅｒ，ｏ〃６〃 ，Ｐ３３８ ，Ｆｏｒｓ

　　　 ｔｅｒ，ｏク砒，ｐ．１１；Ｐａｒｓｏｎｓ，ｏク６北， ｐ．
９８；Ｗｈｉｔｅ　Ｐａｐｅｒ（１９４８），Ｄゴ５ヶ肋〃ｏ刀 げ

　　　１〃洲似Ｃｍｄ．７５４０，ｐ．１１；Ｅ．Ａ１１ｅｎ
，ｅｔ　ａ１

．，
ｏク ６〃 ，ｐｐ．１１－２，１５－６，１９

　１８）Ｃｕ１１ｍｇｗｏｒｔｈ，ｏ戸６〃 ，ＰＰ１６，２１，５８，６１－２，１７２－７法案成立過程における議会

　　　の論議については次の文献を参照。肋ブ〃舳舳勿びＤ３６倣５（Ｈｏ舳功
　　　（１９４←４つ，Ｖｏｌ．４３１．１９４７，ｃｏ１ｓ．２３４７－８（以上，第１読会） ；３０（１９４６－４乃，Ｖ

Ｏ１

　　　 ４３２．１９４７，ｃｏ１ｓ．９４７－１０７２．１１２９－２３８（本院委員会方式付託動議否決） ，ｃＯ１ｓ

　　　１２３８－４１０（第２読会通過 ・常任委員会付託）；６ｏ（１９４６－４つ，，
ＶＯｌ．４３７．１９４７

，

　　　　　　　　　　　　　　　　ｒ　ｇ０９）
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ｃｏ１ｓ・１０９９－１０７（報告段階 〔〉本院委員会方式再付託動議可決） ；３ｏ，

ｃｏ１ｓ

　　 １１０７－２４８．１３０３－３４（本院委員会審議終了） ；６ｏ， ｃｏ１ｓ．１３３４－４５８．１５０９－６３３（報告

　　段階）；伽
ｃｏｌｓ．２１９０－２２８８（第３読会 ・可決成立） ；ゴｏ（１９４６－４乃，Ｖ

ｏ１，４４１
．

　　 １９４７，ｃＯ１ｓ．７９７－９４４（上院修正案審議［〉一部追加挿入 ・可決成立）

　１９）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６〃 ，Ｐ１１１ ，Ｒ
ａｎｄａ１１

，ｏクｏ〃 ，Ｐ２７ ，Ｏｄｂｅｒ，ｏク６〃 ，Ｐ３３８ ，

　　Ｆｏｒｓｔｅｒ，ｏｐ　ｃ１ｔ ，ｐ１２ ，ＭｃＣａ１１ｕｍ，ｏク６〃 ，ｐ７ ，Ｌｏｅｂｌ，ｏク〃 ，ｐ２２５ ，Ｈｏｕｓｅ，ｏ〃

　　 ６〃 ，ｐ２２ ，Ｗｈ１ｔｅ　Ｐａｐｅｒ（１９４８），Ｄ鮒伽肋〃 げ〃伽卿，Ｃｍｄ７５４０，６Ｉｎｄｕｓｔ

　　 ｎａ１１ｏｃａｔｌｏｎａｎｄＴｏｗｎＰ１ａｍｍｇ（ｐ１３ｐａｒａｓ ３２－４）

皿一２　戦後地域政策の確立と調整的後退（１９４５～５０年）

　戦時（国防）経済から平時経済への移行過程は，１９４５年半は，イキリス経済

の国際的位置が悪化する中で開始された。すなわち，イギリスはなお世界最大

の債権国として第２次世界大戦に突入したが，世界最大の債務国として終戦を

迎えたのである。戦時中にイギリスは海外投資残高を１０億ポソド以上取り崩し
，

戦時中のポンド ・ドル債務が３５億ポンドに達し ，１９４５年末時点での金 ・ドル準

備の２０億ドルに対して負債総額１４０億ドルと推定され，ケイ１■ズにとっ てイギ

リスの対外問題は「金融上のタノケルク」（・ ‘丘ｎ・ｎ・１・１Ｄｕｎｋｒｋ’）と表現された
　　　２０）
程である 。

　戦後イギリスの地域政策の枠組は，前節で詳論したように，１９４５年産業配置

法及ぴ１９４７年都市　農村計画法により設定されたのてあるか，国内投資の最大

の制約条件とな った国際収支危機が４７年８～９月に深刻な形で顕在化し，それ

に対応して地域政策は早くも調整的後退を余儀なくされた。労働党政府が地域

政策それ自体の後退を必ずしも意図したものではなく ，いわぼ対外均衡回復を

目指す輸出産業振興策のために国内の地域間均衡を目指す政策が犠牲にされた ，

といえる。こうして，戦後初期の地域政策を２つの時期に区分して分析する 。

２０）戦後初期におけるイギリス経済再建をめぐる国際収支ポジショソ問題の詳細に

　ついては，さし当たり次の文献を参照。Ａ．Ｂｏｏｔｈ，Ｂｒ〃曲亙６０〃ｏ加６ Ｐｏ〃６以ｐｔ

　３Ｃｒｅａｕｎｇ　Ｐｅａｃｅｔｍｅ　Ｐ
ｏ１１ｃｙ，１９４５－９ ，Ｓ　Ｐｏ１ｌａｒｄ， 丁加Ｄ舳１ｏ〃３〃 げ伽Ｂブ２之

　肋Ｅ６０〃ｏ刎ツ１９１４－１９８０，ｃｈａｐ６＿１Ｔｈｅ　Ｄ
ｏ１１ａｒ　Ｐｒｏｂ１ｅｍ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｓｔｅｒｍｇ　Ｃｒ１

　ｓ１ｓ ，Ｐｅ１１１ｎｇ　ｏク６〃 ，ｃｈａｐ４　Ｐ
ｒｏｂ１ｅｍｓ　ｏｆ　Ｐｏｓｔ－ｗａｒ　Ｒｅｃｏｎｓｔｒｕｌｃｔ１ｏｎ，１９４５－６

，

　　　　　　　　　　　　　　　（９１０）
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Ｃａ１ｍｃｒｏｓｓ
，篶伽げＲ３６０叱似ｃｈａｐ４Ｅｘｔｅｍａ１Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｐ

ｏ１１ｃｙ　ｔｈｅ　Ｂａｃｋ

ｇｒＯｕｎｄ

　皿一２－１　戦後初期における地域政策の推進（１９４５～４７年）　戦時動員解除

と軍需生産の縮小により軍務 ・軍需生産従事者６００～７００万人の平時生産への転
２１）

換を進めた終戦直後（１９４５年６月～４６年末ないし４７年半）のイギリスにおける全

開発区域（「１９４６年産業配置［開発区域１令」による追加指定区域＝レクサム 及び南ラ

ソカシャー を含む）の平均失業率の推移（図皿一２）を見ると ，終戦直後の４５年

６月の１．５％から１２月には６．５％に急上昇して全国平均（２．Ｏ％）の３倍を越え ，

さらに翌４６年６月には７．０％（全国平均 ＝２．５％）にまで達した。特にサウス ・ウ

ェールズが４５年１２月（１１．Ｏ％）と４６年６月（１０．５％），ノース ・ウヱールズの炭

鉱小都市：レクサム が４５年１２月（１０．５％）に失業率が１０％を越え，また動員解

除の影響が最も深刻に表われた１９４６年のピーク時における開発区域内のかなり

の職業紹介所地区の失業率は軒並み１０％を越え，一部に２０％を越えた事実か止

目される 。

　ところで，戦時経済から平時経済への困難な移行期において地域政策の展開

に関わって先ず１９４５年産業配置法及ひ１９４７年都市 ・農村開発法の制定に伴う政

策推進の前提となる事態の特徴を指摘しておくことは意味あることであろう 。

すなわち，第１に，前述の特に国防需要に依存してきた開発区域に間近に迫 っ

てきたと見傲された戦後不況を回避すべき緊急性であり ，第２に，前稿（第ｎ

章）で分析した国防経済下で推進された安全性重視の軍事戦略的産業立地政策

の結果，終戦直後に開発区域に残された延床面積約１３００万平方 フィート（１２１

万ｍ２）に及ぶ国営軍需工廠の余剰の存在であり ，第３に，工業用建屋と人的資
　　　　　　２２）
源の　般的不足であり ，第４に，建築資材の絶対的不足という条件の下て戦時

の　般的建築許可制度か厳格な形で存続したことてある 。

　こうした諸条件と地域政策立法により ，戦後初期の地域政策は戦前と比較し

て驚くべき成果を上げた。表皿一３によれぱ，開発区域の労働人口はイギリス

全体（グレート ・ブリテン，以下同じ）の２０％にも拘らず，１９４５～４７年の３年間の

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１１）
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３２ ，７　３７ ，７　　４５ ．６　　．１２　　４６ ．６　　．１２　　４７ ．６　　．１２　　４８ ．６

備考）０　失業率の定義は被保険登録者を分母とするものであり ，年齢範囲は１９３２年が１６～６４歳 ，
　　　　１９３７年が１４～６４歳及び戦後が１４－６４歳 ＝男／５９歳＝女である 。但し ，１９３２年及び１９３７年の数値

　　　　には農業計画（ｔｈｅ Ａｇｈｃｕｌｔｕｒａ１Ｓｃｈｅｍｅ）下の失業者を含まない 。

　　　　　サウズ ・ウェールズにはモンマスシャー を含む 。
資料）ＢｏａｒｄｏｆＴｒａｄｅ（１９４８），肌肋３Ｐ砂３グＤゴ鮒必〃ｏ〃 げ１〃舳ぴＣｍｄ．７５仙ＰＰ．４４－５（ＡｐＰｅｎ

　　ｄ五ｘ４）より作成 。

開発区域における工場新設 ・拡張の認可を受けた件数は全体の３７．３％，延床面

積は全体の５０％を越える水準（５１ ．３％ ：４３９万ｍ２／年平均１４６万ｍ２）に達したので

ある。まさしく１９３０年代の大量失業という悪夢再現の懸念は労働党政府をして

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９１２）
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表皿一３　１９４５～５５年の製造業における工場新設 ・拡張の認可と竣工
　　　（４６５ｍ２ 以上）　　　　　　　　　　　　　　　（床面積単位 ：１，０００ｍ２）

工場新設 ・拡張認可 竣工

年次 グレート ・ブリテソ 開発区域 開発区域 開発区域

認可件数１延床面積 認可件数　１延床面積
の占有率 の占有率
（％） （％）

１９４５ ６５１　：　２ ，４３１ ３１１　　１　１ ，５１６ ６２ ．４ ２０ ．７

１９４６ １． ５５７１　３ ，８０７ ５４１　１１ ，６３８ ４３ ．Ｏ ６３ ．３

１９４７ ８４８　１　２ ，３２５ ２８７　　：　１ ，２３７ ５３ ．２ ５２ ，Ｏ

１９４８ １． １３６　１　 ２， ４８５ １８１　１　５４１ ２１ ，８ ５０ ．Ｏ

１９４９ ２．

４２２　１　５ ，４４３ ３４９　　：　　８００ １４ ．７ ４６ １６

１９５０ ２， ０２２　ｉ　４ ，２６３ ３１１　１　７６６ １８ ．０ ３０ ．５

１９５１ １．

９７３　１　４ ，３３８ ３１０　　１　１ ，０９４ ２５ ．２ ３１ ．３

１９５２ １． １２８１　２ ，４７４ １８３　１　５３８ ２１ ．６ ２１ ．１

１９５３ １．

９６１　１　３ ，６３１ ２８９　　１　　６３９ １７ ．６ ２６ ．６

１９５４ ２． ７０６　１　 ６， ６０６ ３２４　１１ ，１９４ １８ ，１ ２４ ．４

１９５５ ３，
３２０　：　８ ，５３０ ４１５　１　１ ，３１９ １５ ．１ ２１ ．８

合計 １９．７３４　１　４６ ，３３４ ３． ５０１　１１１ ，２７８ ２４ ．３ ３１ ．３

備考）原表の床面積の平方 フィート表示は，平方 メートルに換算した（１ｆ２
０， ０９３ｍ２）。

資料）Ｅ
．Ａ１１ｅｎ　ｅｔ　ａ１， Ｄ舳３切舳〃ル伽１）ｏ伽ツゴ〃加Ｎｏ肋肋

５エ げＥ〃９１ｏ〃， Ｐ． １７，より借用 。

地域政策に差し当たり高い優先順位を与え，建築許可制度が開発地域外の開発

には厳格に運用され，国営軍需工廠を始めとする大多数の政府軍需工場は民間

用に転換され，さらに開発区域における政府工業団地では標準的な レデ ィ・ メ

　　　　　　２３）
イドの企画工場（Ａｄ・ａｎ・・ Ｆ・ｔｏ・ｙ）や注文工場（Ｓｐ・・ｉ・１Ｆ・・ｔ０・ｙ）が建設された

からである。イギリスでは戦後初期の軍需から民需生産への転換期において繰

り延べ消費需要に応じるための驚くべき程欝積した産業投資圧力が顕在化する

中であらゆる地域で工場建屋が不足し，こうして工業立地の流れは開発区域に
　　　　　　　　２４）
シフトしたのである 。

　戦後初期における新工場（建屋）建設と国営軍需工廠 ・その他政府軍需工場

の民間転用の実態を開発区域における工業団地を管轄する商務省工業団地総監

部の資料で確認しよう（表皿一４－１＆２を参照）。

　主要３地域を中心にその推移を見ると ，新工場の建設中 ・竣工の件数 ・床面

積及び国営軍需工廠等の民間転用の完工 ・入居の件数 ・床面積の増加のピーク

が１９４７年と４８年の間に集中していることである。これは，次項で分析するよう

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１３）
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表皿 一４－１ １９４６～５０年の開発区域別工業団地の新工場建設の進捗状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（床面積単位 ：１００ｍ２）

１９４６．８．３１ １９４７ ．９．３０ １９４８．８ ．３１ １９４９．８．３１ １９５０．６．３０

工場数１床面積 工場数１床面積 工場数１床面積 工場数１床面積 工場数１床面積

北　　東　　部
建　　設　　中 ５３１１ ，７６１ １１１１３ ，１７３ ３５１１ ，１０３ １４１ ４５５ １０１ ３３８

竣　工　累　計 ５１ １７８ ３ゴ１ ，０１８ １１０１３ ，１２０ １４４１４ ，１３４ １５７ｉ４ ，３６０

スコットランド
建　　設　　中 ６２１１ ．９４８ １４９１４ ，５１７ ４４１３ ，７２４ ３９１１ ，４８０

１３１
９５７

竣　工　累　計
Ｏ１

０
３８１ ５０３ １０７１１ ，９０７ １９５１４ ，２７４ ２２８１５ ，２８０

ウ　 ェ　 ー　ル　ズ

建　　設　　中
６２１２ ，１０３ １１０１３，７５３ ６９１２ ，５８９ ２１１ ８９９ １９１ ５８３

竣　工　累　計
０１ ０ ２８１ ７２３ ８２１２ ，１１６ １３８：３ ，９６２ １５８１４ ，６０５

西カンバーラ１■ド

建　　設　　中 １２ｉ ２９６ ８１ ２９５ ６１ １７０ Ｏ１ Ｏ ３１ １０６

竣　工　累　計
１１

１３
１４１

３５７
１９１

５１６
２６１

６９９
２５１

６９３

北　　西　　部
建　　設　　中

０１
０

４１ ２３８ ８１ ３６３ ７１ １２５ ７１ ２３４

竣　工　累　計 ０１ ０ ０１ ０ １１ ９ ８： ３５４ １３１ ４４２

表皿一４－２　１９４６～５０年の ‘開発区域’地域別国営軍需工廠 ・

　　　　　その他軍需工場の民間転用の進捗状況　　　（床面積単位 ：１ＯＯｍ２）

１９４６ ．８．３１ １９４７ ．９．３０ １９４８．８．３１ １９４９ ．８．３１ １９５０．６．３０

賃借数１床面積 賃借数１床面積 賃借数１床面積 賃借数１床面積 賃借数１床面積

北 東 部

完 工 累 計 ２７ ５９３ ８５２ １２ ，２４０ ：２ ，４００

着 工 等 １， ０４３ ７７２ ５０４ １７７ １３３

入 居 累 計 ｎ． ａ．ｊ ｎ． ａ． ５６１１ ，１５３ ５７１１ ，２１２ ７９１２ ，４０３ ８９１２ ，４９１

スコ 　ツ ト ラ ン　ド

完 工 累 計 ０ ３６８ ９９５ １， ２５０ １， ９３５

着 工 等 ６９７
１２
，３３１ １２

，６０８
１２
，５０６ １， ９６４

一一÷一一一 ・一十・一一 一・十・一一

入 居 累 計 ｎ． ａ．１ ｎ． ａ． １３１１ ，４３２ ３０１３ ，３４０ ３４１３ ，４２５ ３７ｊ３ ，７０７

ウ
工 一

ノレ ズ

完 工 累 計 ４
１， ２７９ １２ ，１０１ １２ ，７９１ １３ ，３２９

着 工 等
１， ４８４ ９８１ ３３５ ６６８ ３７５

入 居 累 計 ｎ． ａ．１ ｎ． ａ． １３５１２ ，０２７ １３７１２ ，１７９ １５６１３ ，４４２ １６３：３，６８３

備考）の　原表の床面積表示の平方 フィートは平方 メートルに換算した 。

　　¢　ウェールズにはモンマスシャー を含む 。

　　　　表ｍ－４－１の「建設中」には用地造成工事の着工件数を含む 。

　　＠表ｍ－４－２の「着工等」は着工及び計画済未着工を意味する 。

　　　表ｍ－４－２のｒ入居」とは賃借人（Ｔｅｍｎｔｓ）を意味する 。
　　　　第皿 一４－２に関する１９５０年６月の国営軍需工廠 ・その他軍需工場の民間転用の進捗状況報告には，西
　　　 ヵ１■バーランドの４人の賃借工場主向けに彰換した１０，５５８ｍ２の記載がある 。

資料）商務省工業団地総監部（Ｄｉｒｅｃｔｏｒａｔｅ　ｏｆ 　Ｉｎｄｕｓ由ａｌ 　Ｅｓｔａｔｅｓ，Ｂｏａｒｄ　ｏｆ 　Ｔｒａｄｅ）調べ 。

　　（Ｌｏｅｂｌ，ｏ声泓 ，ＰＰ
．３９５－７ ：ＡｐＰｅｎｄｉｘ２７，より作成）

（９１４）
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に， ４７年７～８月の国際収支危機により国内投資に急 フレーキか掛けられた結

果であるが，むしろ留意すべきことは建設投資は計画決定→着工から竣工（完
　　　　　　　　　　　　　　２５）
工）までにかなりのタイム ・ラグがあり ，しかも工場設備 ・機械装置の搬入及

ぴ据え付げウ操業開始〔〉フル操業に行き着くにはさらに一定の期間を要するこ

とである。したが って，戦後初期の失業率がその後の戦後基準から評価すると

相対的になお高い水準で推移したのは当然であろう 。同時に，国営軍需工廠等

の民間転用は新工場建設よりははるかに短期間で完工することも間違いない 。

１９４７年９月末現在の主要３地域の新工場竣工累計と国営軍需工廠等転用の入居

累計を比較すると ，前者が９７工場＝延床面積２２．４万平方メートルであるのに対

して後者は２０４工場（賃借人）：延床面積４６１万平方 メートルてあり ，後者の立

ち上りはかなり早いといえる 。

　こうした点を産業配置法施行１年後の１９４６年１２月３１日現在の開発区域におけ

る地域政策による雇用人数で確認してみると ，次のようになる。雇用総数は６

万１７１０人である。その内訳は，一方で戦前以来の工業団地工場で過半を越える

３万５５３０人（そのうち終戦後に建設された工場ではた ったの９５２人てあり ，ほとんどす

べてが戦後政策の成果とは言い難い），戦後着工し建設が進行中の工業団地では

２００人，その他の政府融資の個別用地での新工場では１２１０人であ った。産業配

置法の下で竣工した工場建屋を集計すると２７棟であり ，翌３月３１日現在で４２棟

に増加し雇用者数は３２５１人に留まる。これに対して，工業団地に転換した６つ

の国営軍需工廠（後述のレクサム を除く）では約９千人（戦時中には６万５５００人が

雇用されていた），戦時標準工場として着工され終戦直後に竣工した政府工場に

６５９０人，さらに民間転用されたその他の政府軍需工場に９１８０人（戦時中には３

交替制で２万７千人が雇用されていた）に上り ，併せて約２万５千人に達し，終戦

直後の地域政策による雇用のほとんどは戦前竣工の工業団地と国営軍需工廠等
　　　　　　　　　　　　　２６）
の民間転用によるものであ った 。

　しかし，４７年３月末現在で下院歳入歳出（予算）委員会が認めた政府計画に

よる潜在雇用総数の推定値は２４万１２００人であるが，そのうち産業配置法による

新工場（企画工場を含む）雇用で１４万９１００人（６１６％）と見積られて最大数を占め
，

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１５）
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立ち上カミりの早かった国営軍需工廠等の民問転用では５万５５００人に留まり ，戦

前竣工の工業団地工場は前述の雇用老数に約２千人増加を推定しているのに過
　　２７）

ぎない。したが って，終戦直後の開発区域における工業雇用吸収に国営軍需工

廠等の民間転用が最も重要な役割を果し，その２～３年後から竣工してくる新

建設工場が主要な役割を担うことが想定されていた，と見散してよいであろう 。

　他方で，その１年半後の１９４８年１０月の商務省『産業配置白書』によれは ，

１９４５年時点で雇用不足を改善するために開発区域に必要とされる新規ないし追

加雇用量は４５万人であると推定され政策目漂として採用されていたが，４８年６

月までの地域政策に基づく工業開発により約１０万５千人が雇用機会を得たとい

われる。すなわち，国営軍需工廠等の民間転用によるものが最大で５万６６００人 ，

既存建屋（恒久的ないし一時的）の活用により１万１６００人（近似値），さらに新規

の工場建設 ・拡張により３万１８００人（政府融資分＝１万７７００人，民間融資分＝１万

４１００人）等である 。アトリー一労働党政府は９カ所の主要国営軍需工廠を政府直

営のま 二残し，他は民間転用の方針を決定し，６つの大規模国営軍需工廠と

ロールスロイス ・ヒリソトノエ場などを工業団地に転換し，多数の賃借工場主

に配分したのである 。そのうちの２つは北東部のエイクリフ（Ａｙｃｌｉｆｆｅ）とスベ

ニィムーア（Ｓｐｅｎｎｙｍｏｏｒ）てあり（合計５５賃借工場主），また２つはサウス ・ウ

ェー ルスのハーウォノ（Ｈ
１ｒｗａｕｎ）とフリヅソェ：／ト（Ｂ ｒｌｄｇｅｎｄ）てあり（合計

１２６賃借工場主），また２つはスコットラソドのカードノルド（Ｃａｒｄｏｎａ１ｄ〔〉クラ ッ

グトソエ業団地）とロールスロイスエ場（転換後，６０００人以上を雇用），最後の１

つの国営軍需工廠はレクサム を開発区域にするために工業団地に転換された 。

民間に転用された政府軍需工場全体の４８年６月現在の雇用者数の地域別内訳は ，

北東部が１万４千人，スコットランドが１万４千人，さらにサウス ・ウェール
　　　　　　　　　２８）
ズが２万４千人である 。

　この時点では地域政策による雇用者総数で国営軍需工廠等の民間転用による

ものがなお過半数を占めてはいるが，建築資材配分の優遇措置を受けた民間融

資分を含む新規の工場建設 ・拡張による雇用も前年３月末に比べて１０倍に増加

している点に止目すべきであろう 。ところで，開発区域の雇用増加に貢献した

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１６）
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のはこうした工場雇用はかりてなく ，工場等建設工事に伴う追加雇用か４７年６

月から４８年６月までに延べ２万１千人余に上ると報告されている点も見落とし
　　　　　　　　　２９）
てはならないであろう 。

　ところで，１９４５年産業配置法と建築資材　　　表皿一５　産業配置法の下での

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域政策支出
配分統制に関する建築許可制度に支えられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ポソド）

た戦後初期の地域政策に要した経費（予算

執行額）は予想外に少ない。表皿 一５によ

れば，１９４６年及び４７年予算年度の政策経費

はそれぞれ５９０万ポンド，１２８０万ポンドで

あり ，平均９３５万ポンドにすぎな＝い。戦前

比で３～４倍に増加した両年度における中

央政府支出総額の３３億ポノド水準から見れ

ば戦前の特別区域法下における比率と大差

はないが，資本財価格指数（１９３９年 ＝１００［〉

１９４５年＝１８１）を考慮した実質支出額は２倍
　　　　３０）
に増加した，と推定できる。商務省支出は

工業団地会杜への融資を中心として工場用

予算年度 商務省 大蔵省 合計
１９４６／４７ ５． ７ Ｏ． ２ ５． ９

１９４７／４８ １２ ．３ Ｏ， ３ １２ ．８

１９４８／４９ １１ ．０ ０． ５ １１ ．５

１９４９／５０ ６． ５ ０．
６

７． １

１９５０／５１ ５． Ｏ Ｏ． ８ ５． ８

１９５１／５２ ５．
０

０．
８

５．

８

１９５２／５３ ３． ７ ０． ３ ４． ０

１９５３／５４ ３． １ １．
１ ４． ２

１９５４／５５ ４． ５
１．

７ ６． ２

１９５５／５６ ５． ９
０．
４

６． ３

１９５６／５７ ４． ９ Ｏ． ３ ５． ２

１９５７／５８ ２．
７ ０． １ ２． ８

１９５８／５９ １．

５
２１ １ ３． ６

１９５９／６０ ５． ６ ３． ０ ８． ６

資料）Ａ
．Ｊ，０ｄｂｅｒ

，ｏク泓 ，Ｐ
．４０６（Ｔａｂ１ｅ

　７）
．　 ｃｆ ＭｃＣｒｏｎｅ、％．６北、 ｐ．

１１４

地取得と工場建屋建設に，大蔵省のそれは個別民間企業融資に充当された。後

者の融資はかなり厳しく審査 ・選別され，貸付残高は予算議決額の％程度にし
　　　　　　３１）
か達しなかった 。

　この程度の財政支出にも拘らず，戦後初期の地域政策が成功を収めたのは ，

戦時から平時への転換期における膨大な繰り延べ消費需要の存在とそれに対応

する供給＝生産者側の工場スペースの異常な絶対的不足という特殊事情及ひ開

発区域に傾斜した建築資材配分が重畳した結果である，と見散さざるをえない 。

　２１）Ｃａｍｃｒｏｓｓ，篶舳げＲ６６０叱び，ｐｐ３８７－８ ，Ｔｈｅ　Ｃｈ
ａｎｃｅｌｌｏｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｃ

ｈｅｑｕｅｒ

　　　Ｗｈ１ｔｅ　Ｐａｐｅｒ（Ｄｅｃ１９４７）
，‘‘Ｃａｐ１ｔａ１Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ　ｍ１９４８”， Ｃｍｄ７２６８，ＨｌＭＳＯ，ｐ３

　２２）　ダウとデ ィックス＝ミロウによる１９４６～５６年のイギリス（グレート ・ブリテ

　　　 ン）における過剰労働需要に関する研究によれぼ，季節調整前では労働人口に対

　　　する欠員率はほ！５１年第４１Ｖ期～５４年第１１Ｖ期を除いて失業率を上回り ，季節調

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１７）
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　　整後でも４７年第４Ｗ半期までは欠員率が失業率を上回っていたことが指摘されて

　　いる（Ｊ　Ｃ　Ｒ　Ｄｏｗ＆Ｌ　Ａ　Ｄ１ｃｋｓ－Ｍ三ｒｅａｕｘ，Ｔｈｅ　Ｅｘｃｅｓｓ　Ｄｅｍａｎｄ　ｆｏｒ　Ｌａｂｏ甘　Ａ

　　 Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　Ｃｏｎｄ１ｔ１ｏｎｓ　ｏｆ　Ｇｒｅａｔ　Ｂｎｔａｍ，１９４６＿５６，０功〃１１；６０〃ｏ伽６ Ｐ功６汀（Ｎｅｗ

　　Ｓ
ｅｒｉｅｓ），Ｖｏ１・１０，Ｎｏ・ １， Ｆｅｂ．１９５８）。 ｃｆ．Ｊｏｎｅｓ

，ｏク６拡， ＰＰ．４２－３（Ｆｉｇ．４－１Ｅｘｃｅｓｓ

　　Ｄｅｍａｎｄ　Ｕｎｅｍｐ１ｏｙｍｅｎｔ　ａｎｄ　Ｖａｃａｎｃ１ｅｓ，１９４６－５２）

２３）企画工場とは竣工後の入居考（賃借工場主ないし購入工場主）を予測して予め

　　各種の標準企画で建設された工場を指し，１９４５～４７年に１３６の企画工場か着工さ

　　れ５０年までに竣工した（Ｐ・Ｍ・Ｓ１ｏｗｅ［１９８１１， 丁加Ａ加舳６３ ル肋び加Ｒ３ｇゴｏ〃 一

　　〃Ｄ舳３Ｚｏ戸刎６〃，Ｇｏｗｅｒ，ｐｐ．３，１６－７）。

２４）Ｏｄｂｅｒ，ｏ声６北，ＰＰ・３３８－９；ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏか６机，ＰＰ．１１２－３；Ｂｒｏｗｎ，ｏ声６〃 ．，
Ｐ． ２８６；

　　Ｒａｎｄａ１１ｏク６〃 ，ｐ２８ ，ＭｃＣａ１１ｕｍ　ｏク６〃 ，ｐ８ ，Ｋｅｅｂ１ｅ，ｏ少６〃 ，ｐ２２５ ，Ｐａｒｓｏｎｓ ，

　　 ○声
６ゴ左
，Ｐ
．９７－１０５

２５）　 ローブルによれば１９４６年の新工場建設計画では着工から竣工までの所要期間は

　　約１８ヵ月と予測される ，という（Ｌｏｅｂｌ，ｏ戸６机， Ｐ． ２５２）。

２６）Ｓｅ１ｅｃｔ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｅｓｔｍａｔｅｓ（Ｍａｙ１９４７），２〃Ｒ砂ｏれ，ヱｏｇ３伽ブ〃肋舳
　　舳脇げＥ〃伽〃ｏ加・５的・・ ８〃６・Ｃ・刎閉肋・

Ｃ， ｎ・ Ａ４肋淋炉〃・・ げＤ・一

　　閉妙舳〃ル伽，Ｓ
ｅｓｓｉｏｎ１９４６－４７，ＨＭＳＯ，ｐｐ

．ｘｉｉ－ｘｉｉｉ

２７）　　６０， Ｐ．
ｘｉｉｉ

２８）Ｗｈｉｔｅ　Ｐａｐｅｒ（１９４８），Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，Ｃｍｄ．７５４０，ＰＰ．１６－２０（９．Ｇｏｖ －

　　 ｅｍｍｅｎｔ　Ｍｅａｓｕｒｅｓ ＆１０Ｐｒｏｇｒｅｓｓ　ｍ　ｔｈｅ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ａｒｅａｓ），２２－４（１１Ｐｒｏ

　　 ｇｒｅｓｓ　ｍ　Ｉｎｄ１ｖ１ｄｕａｌ　Ａｒｅａｓ），４９（Ａｐｐｅｎｄ１ｘ８）

２９）　　３ｏ， Ｐ． １９

３０）Ｃａｍｃｒｏｓｓ　Ｙ；３舳げＲ３６０惚び，ＰＰ２８－４２（Ｃｈａｐ２ ，Ｔｈｅ　Ｙ
ｅａｒｓ　ｏｆ　Ｒ

ｅｃｏｖｅｒｙ

　　Ａｎ　Ｏｖｅｒｖ１ｅｗ＿§Ｃｏｎｓｍ叩ｔ１ｏｎ ＆§Ｐｒｌｃｅｓ　ａｎｄ　ＩｎＨａｔ１ｏｎ） ，Ｐｏ１１ａｒｄ， 丁加Ｄ舳３わ介

　　 ”””二 げなん３Ｂブ”あんＥ６０〃０〃７ｙ　ｐ．２４４

３１）Ｓｅｌｅｃｔ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ　ｏｎ　Ｅｓｔｍａｔｅｓ（Ｍａｙ１９４７），ｏ戸６〃 ，ＰＰ　ｖ（Ｐａｒａ１），ｖ１１
（Ｐａｒａｓ

　　１０－１）

　皿一２－２　国際収支危機による緊縮政策への転換と地域政策の調整的後退

（１９４８～５０年）　１９４７年は，現代イギリス政治経済史における内政 ・外政上の

ｒ危機の年」であり ，ｒストッ プ・ ゴー循環」の起点であ った。政治史家のＫ

モーヵ！（Ｋｅｍ・ｔｈ　Ｏ　Ｍｏ・ｇａｎ）はｒ１９４７年の危機」（Ｔｈ・Ｃ・１ｓｅ・ｏｆ１９４７）と表現

し， 同じくＨベリノク（Ｈｅｎｗ　ｐｅ１１ｍｇ）もｒ１９４７年危機の年」（１９４７Ｙｅａ・ｏｆ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９１８）
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Ｃ・１…）と表示し，著名な経済史家 ＝Ａヶア：■クロス（Ａ１・・ Ｃ・・ｍ・・…）は

「１９４７年の交換性危機」（Ｔｈ・Ｃ・ｎ…ｔ１ｂ１１１ｔｙ　Ｃ・１・１・・ｆ１９４７）及ぴ「石炭危機」

（Ｔｈ・Ｃ・・ｌＣ・１・１・）と経済危機の基本的要素を提示している。本稿はこの「危機

の年」自体について詳論することは本題ではないが，アトリー労働党政府が危

機に直面して年末に緊縮政策へ転換しその上１９４８年の総投資削減政策を提起し
，

開発区域がその影響を受げるに至った経過を説明するために必要な限りで言及

しておきたく思う 。

　本節の冒頭で終戦時におけるイギリスの対外金融上のポジショ１／が極めて厳

しい状況に置かれていたことを指摘した。周知のように，古典的自由貿易体制

下のイギリスの国際収支構造は貿易収支のいわは構造的赤字を海外投資収益 ・

運賃保険料収入等の貿易外収支の黒字で相殺し，それを越える経常収支余剰を

再び海外投資へ充当するというものであ った。第２次大戦の結果，海外投資残

高を１０億ポンド以上取り崩したうえに逆に３５億ポ１■ドの債務を抱え，戦前の海

運船腹量の半分はドイツ軍により壊減させられ，この構造は既に崩壊していた 。

　アメリカの武器貸与法（Ｌ・ｎｄ－Ｌｅａ・ｅ　Ａ・ｔ）に基づく対連合国借款が日本の敗

戦により終結した条件の下で，イギリスは金 ・ドル不足ないし潤渇に陥らない

ためには大戦直前の輸出額を５０～７０％も増やす必要に迫られた。だが，戦後初

期のイキリスは貿易収支及ぴ経常収支の構造的赤字を継続し，特にトル地域と

の構造的赤字が深刻であ った。これを ファイナンスしたのはアメリカとカナダ

による約５０億ドル，特にアメリカの３７億５０００万ドル（１９４６年７月～５１年７月）に

及ぶ借款であ った。４６年７月１５日に発効したこの英米金融協定（ｔｈ・

　　　　　　　　　　　　　　　３２）Ａｎｇ・０－Ａｍｅ・１ｃａｎＦｍａｎｃｌａ１Ａｇ・ｅｅｍｅｎｔ）には，第１に４７年７月１５日にはポノトの

交換性を回復すること ，第２に広範な貿易自由化に参画すること ，第３にブレ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
ツトソウ ッズ揚定を批准すること等の条件が付けられていた 。

　終戦翌年の１９４６年は産業投資ブームの様相を呈し輸出は３８年の２倍を越え雇

用は全国的には高水準を維持しいわぼ順風満帆の如く経過し，ギ ャラ ップ世論

調査で国民の５２％が首相としてのアトリー支持を表明した直後の１９４７年は苦渋

の冬で始まっ た。 イギリス全土が基本エネルギー源である石炭不足の中で

　　　　　　　　　　　　　　　　（９１９）
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１８８０－１年以来といわれる厳寒に襲われたのである。１月末に大雪，寒風や道

路・ 港湾凍結に見舞われ，石炭の鉄道 ・道路輸送ができなくなり ，イングラノ

トの南東部　 ミヅトラノス　北西部に燃料供給かできなくなり ，その結果，工

場閉鎖が始まり家庭用電力の使用制限が実施された。燃料 ・電力不足による工

場閉鎖により失業者は２月１５日に瞬間的には２３２万人に達したといわれる。３

月半はには雪解け水で洪水に襲われ，また家畜や ノヤカイモに重大な損害をだ

した。石炭備蓄のために，産業用の暖房が５月～１０月まて禁止され，家庭暖房

用のガス ・電力使用がまた９月末まで禁止された。石炭不足は終戦直後から予

想されてはいた、しかし，４６～４７年冬の石炭不足は，軍務を解除されない鉱夫

がなお多数に上るための深刻な鉱夫不足と改善されない設備不足のため遅くと

も前年６～７月には予想されていた。ところが，労働党左派の燃料 ・電力相 ＝

！！ウヱ ル（Ｅ　Ｓｈｍｗ・１１，Ｍ１ｍ・ｔ…　ｆＦｕ・１＆Ｐ・ｗ・・）は，石炭産業国有化（４７年１

月１日実施）後には燃料生産危機は過去のことになると見傲して，全国炭鉱労

組会長の警告さえ無視したのである。さらに，シンウヱ ルは，４７年５月の全国

炭鉱労組の『鉱夫憲章』（Ｍｍ… ’Ｃｈ・・ｔ・・）による週５日労働制への移行の実施

中止の交渉にも失敗した。こうした石炭＝エネルギー不足は，ケアソクロスの

評価によれぼ，戦後期における政府を束縛したあらゆるものの不足の中でドル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
不足に次いでイギリス経済に最も打撃を与えた要因である 。

　この１９４７年の石炭不足とそれに伴う国民経済への混舌Ｌと打撃が，それでなく

ても止まらなかったドル流出に拍車をかけた。世界的な繰り延べ消費需要とそ

れに伴う投資需要に対する食糧，原材料（素材）や工場設備 ・機械装置等の資

本財の不足がインフレ圧力を強めていたが，アトリー内閣で蔵相に就任したダ

ルト１■は低金利政策（２．５％）と２億６９００万ポンドの名目的な予算余剰を見込む

４７年度予算案を提出した。彼は，高金利，不況，大量失業及び賃金 ・杜会サ ー

ビスの引下げをもたらすデフレよりはインフレの方がましであるという見解の

持ち主てあ った。アトリー政府閣僚間及ぴ労働党左右両派の対立が，鉄鋼産業

国有化，資源配分等の経済計画，国防費特にイギリス軍の海外駐留経費と定員

問題，イノフレ対策や輸出産業振興問題をめくっ て， 石炭＝工不ルギー 危機を

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２０）
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契機としド ノレの流出 ・潤渇傾向の進行とともに，抜き差しならなくな ってい っ

た。 ５年間で支出していく計画のアメリカの借款３７．５億ドルは，４７年の最初の

６ヵ月で半分を越える１８．９億ドルを費消した。英米金融協定によりイギリス政

府は７月１６日からポンドの交換性回復を実施したが，爾来４週間で５億４２００万

ドルの流出を記録した。８月２０日 ，「緊急的かつ一時的」基盤の上でという常

套文句によるアメリカ政府の了解の下で，イギリス政府はポノドの交換性を停
　　　　　　　　　　　　　　　　３５）３６）
止し，４億ドルの借款残額は凍結された 。

　石炭危機と対外金融危機の中で下院補欠選挙で労働党は思わしくない結果を

招き，左右両派から指導力を厳しく問われたアトリー は１９４７年８月初旬に一時

は辞意を中し出たが，モリソン副首相兼枢密院議長及びダルトノ蔵相に説得さ

れ撤回した。アトリー は， ９月末，中央経済計画部 ・経済情報部及び内閣官房

経済部を統合し国内 ・輸出向げの生産計画を管理し調整する経済省（Ｍｉｎｉ・岬

・ｆ　Ｅ
・・ｎＯｍ１・ Ａｆｆ・１・・）を設置し，１０月には右派寄りの大幅な内閣改造を断行し経

済相には世論からも党内からも有能と見傲された “ビ ッグ ・ファイブ”の一人

てある商務相クリヅ プス（Ｓｒ　Ｓｔ・ｆｆ０・
ｄ　Ｃ・１ｐｐ・）か横滑りし，同時に左派のノノ

　　　　　　　　　　　　　３７）
ウェ ル燃料 ・電力相を解任した 。

　一方で，クリッ プス経済相は，１０月２３日 ，議会に対して国内での鉄鋼，石炭

消費を節約して輸出を増加し，ドル地域からの輸入を削減し，同時にデ フレ措

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
置を講じて貿易収支の改善を目指す固定投資計画の削減を通知した。他方で ，

経済政策運営の責任を問われながら留任したダルトン蔵相は，ドル地域からの

輸入削減，消費購買力の大幅減を目指し平年度約２億ポンドの増税（物品税＆

酒税 ：１．５億ポンド，法人税＝４７００万ポソド）と基礎食料補助金の若干の削減を盛

り込んだ，フィナンシャル ・タイムス紙にｒ奇妙なほどいい加減な様相」と批

　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
判された１１月予算案を議会に提出した。モーカノは「タルトノのレトリソクは

デフレ的退却を補うために拡張主義的前進のラ ッパを鳴らしているよう思われ

る」と注釈している。ところで，ダルト１■はこの予算案の事前漏洩の責任を問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
われ蔵相辞任を余儀なくされ，クリッ プスが蔵相に就任した 。

　こうした経緯の中で，クリッ プス蔵相は，１９４７年１２月 ，地域政策の調整的後

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２１）
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退を余儀なくさせたポ１■ト防衛政策というへき投資削減を目的とする『１９４８年
　　　４１）
投資白書』を議会に提出した。この白書は本文６ぺ 一ジ，付録を含めて３０べ 一

ジほどの短いものであるが，地域政策なかでも開発区域政策に関わって次の点

で重要である。第１に，アメリカ ・カナダからの借款がほとんど枯渇した条件

の下で国際収支を均衡させろために輸入削減と輸出拡大が必要であることを再

三強調し，第２に，そのために石炭，鉄鋼や人的資源を輸出工業（重化学工業）

に可能な限り振り向ける ，第３に，不要不急の住宅建設，公共投資，公益事業

投資及び国内向げ消費財の工場建設の中止 ・繰り延べにより１９４８暦年の総投資

額（国内固定資本彩成）の当初見通し１６億ポノドを４８年末に年率１３億３２００万ポン

ド水準まで削減する，第４に，工業用建築物は鉄鋼の極めて重いユー ザー であ

るが，開発区域におけるそれが輸出振輿と整合的に貢献する限りで優先的な配
　　　　　　　　　　　　　４２）
慮をする，というものであ った 。

　こうして，開発区域が全国に占める工場建設床面積認可比率は１９４７年の

５３２％から４８年前半期には４０％に下落した。同年４月のマーノヤル ・プラ：／

（ヨーロッパ復興計画＝ＥＲＰ／対イギリス援助総額＝２６億９３００万ドル）開始後に認可

床面積自体は増加したか，開発区域外の認可面積増加率の方かはるかに高く ，

開発区域における後半期の床面積比率は１９％に下落し，年間ては前掲の表皿一

３に示されているように２１８％とそれ迄３年間平均の２／５水準（被保険労働人口

とほ父 同率）になり ，以後５０年まで床面積で絶対的には増加するものの，比率

的には回復しなかった。それはまた，表皿一４－１で示されているように，商務

省管轄下の工業団地工場着工件数 ・床面積とも急減している事実にも例証され

ている。他方で，見逃してはならないことは，タイム ・ラグをおいて竣工した

開発区域の工場数 ・床面積とも１９４８～５０年にそれ以前の実績をはるかに凌駕し

ていることである。同時に，表皿一５で明らかなように，４８年度予算では多少

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）とも配慮された政府の開発区域支出も翌年からは半減してい った 。

　ポノト危機に伴う国内投資削減政策という大きな政策転換か開発区域におけ

る工場立地比率を急減させたのであるが，看過ごすべきではないその他の諸要

因も指摘しておこう 。第１に，従来から重工業地帯である開発区域に誘致して

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２２）
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いた消費財＝軽工業が投資削減の主要目標にされたこと 。第２に，１９４６年８月

に成立した「ニ ータウソ 法」（Ｔｈ・Ｎ・ｗ　Ｔ・ｗｎ・ Ａ・ｔ，１９４６［９＆１０Ｇ・・．６ ・． ６８１）

によりその第１段階（～１９５０年）で建設された ニュータウンが主として ロソド

ソからその周辺に人口と産業を分散させるという政策（１１カ所中８カ所）と競合

したこと 。第３に，開発区域の工場への早期入居を可能にしたいわぼ レデ ィ・

メイトの企画工場の新規建設は１９４７年１０月て全面停止され１９５９年まて再開され

なかったこと 。第４に，１９４８年７月から施行されたＩＤＣ規制により産業配置

法による規制基準１万平方 フィート（９３０ｍ２）が半分の５千平方 フィート

（４６５ｍ２）に引下げられた（これ自体は規制強化を意味する）が，同時に認可方法が

省庁間産業配置委員会（小委員会Ｂ）から商務省内に移管されたこと ，しかも

それが資材 ・原料が次第に潤沢になり投資規制が緩和されつ二 あっ た時機と重

なっ たこと 。最後に，（これを最大の理由とすべきであろうが）地域政策の本来的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４）
目的に関わる “開発区域”地域の失業率が漸次的に低下していったことである 。

　　３２）１９４５年１２月７日にイギリス使節団長：ケインズとアメリカ財務長官＝ヴィンソ

　　　 ソとの間で調印されたこの協定は，３７．５億ドルの借款及び６．５億ドルのレソド ・

　　　リースの最終的清算，当初５年間の金利２％，以後５０年均等分割返済を内容とす

　　　る，それ自体としてはイギリスにとっ て破格の条件のものであ った。トルーマン

　　　大統領が協定書に署名したのは４６年７月のことであ った（Ｂｏｏｔｈ，Ｂｒ桃んＥ６０〃ｏ 一

　　　 〃〃６１）ｏＺた二ｙ，ＰＰ．１４４－８）。

　　３３）Ｂｏｏｔｈ，Ｂｒ伽んＥ６０〃ｏ加６ Ｐｏ〃６ｙ　ｐＰ．１４４－５；Ｍｏｒｇａｎ，功．６
批， ＰＰ．３４２－３；

　　　Ｃａ１ｍｃｒｏｓｓ，ｏク６〃 ，ｃｈａｐ５Ｔｈｅ　Ａｍｒ１ｃａｎ　Ｌｏａｎ

　　３４）Ｃａｌｍｃｒｏｓｓ，ｏク６〃 ，ｃｈａｐ１３Ｔｈｅ　Ｃｏａ１Ｃ ｒｌｓ１ｓ ，Ｍｏｒｇａｎ，ｏ〃６〃 ，ＰＰ３３１－３ ，

　　　Ｐ
ｅ１１ｉｎｇ

，ｏか６狙， ｐｐ．１６５－７

　　３５）Ｍｏｒｇａｎ，ｏク６〃 ，ＰＰ３３０，３３９－４６ ，Ｃａ１ｍｃｒｏｓｓ，ｏク〃ｃｈａｐ６Ｔｈ
ｅ　Ｃｏｎｖｅｒｔ１

　　　ｂｉ１ｉｔｙ　 Ｃｒｉｓｉｓ　ｏｆ１９４７；Ｂｏｏｔｈ，Ｂ〃肋Ｅ６０〃ｏ〃ご 戸ｏＺめ，ＰＰ．１４８－９．ところで，周

　　　知のように，ほ£ 同じ時期に西 ヨーロッパ全域が金 ・ドル不足危機に陥っており ，

　　　この点ではイギリスだけが例外的存在であ ったのではないことを明記しておくべ

　　　きであろう 。むしろ戦後初期のイギリスに特殊なことは，「完全雇用」の追求と

　　　ともに，その国際経済的地位に不釣り合いな帝国主義者 ・植民地主義者の道を選

　　　択した労働 ・保守両党と国民にさしあたり大英帝国維持経費が国際収支危機：ド

　　　ル不足→ポンド危機の上に重くのしかか ったことであろう 。（Ｂｏｏｔｈ，Ｂｒ〃曲

　　　１…；６０〃ｏ舳た戸ｏＺ北ツ，ｐ．１２７；Ｐ
ｏ１１ａｒｄ， Ｔ〃３Ｄ３リ３Ｚｏク〃〃〃ｏグ肋６Ｂブ〃あゐ１１；６０〃ｏ刎ｙ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９２３）
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　　 ｐｐ２３５－８　ｃｆ　Ｐｅ１１ｍｇ，ｏ〃６〃 ，ｃｈａｐ８　Ｌａｂｏｕｒ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｅｍｐ１ｒｅ）

３６）その後の経過について一言すれば，凍結されたアメリカ借款４億ドルは４７年１２

　　月に解除されポンドの交換性回復は断念される一方，周知のように４９年９月 ，遂

　　にイギリスはポンドの対ドル平価の３０．５％という大幅切下げ（£１＝＄４ ．０３→

　　幕２．８０）に追い込まれ，再びストッ プ・ ゴー循環における投資削減を含む包括的

　　緊縮策を余儀なくされた。（Ｍｏｒｇａ叫ｏク６〃，ＰＰ．３侃３７９－８８；Ｃａｉｍｃｒｏｓｓ，ｏ声

　　〃 ・ｃｈａｐ７Ｄｅｖａ１ｕａ廿ｏｎ，１９４９ ，Ｃａｍｃｒｏｓｓ　ｅｔ　ａｌ ，ｏクｃ〃 ，ｃｈａｐ４Ｔｈｅ１９４９

　　 Ｄ…１・・ｉ…ｆＳ…ｌｉ・ｇ；Ｐ・１１・・ｄ， ルＷ；伽伽９げ伽３淋んＥ・… 榊ｐＰ
　　３２－６）

３７）Ｍｏｒｇａｎ，ｏク６北， ＰＰ．３３４，３４８，３５１－８；Ｐｅ１１ｉｎｇ，ｏク６批， ＰＰ．１７３－８２

３８）　Ａｕｅｎ　ｅｔ　ａｌ
．，
ｏク ６北 ，ＰＰ．１２－３

３９）Ｍｏｒｇａｎ・ｏ戸〃 ・ＰＰ３４８－９
，Ｐｅ１１ｍｇ

，ｏ戸ｏ〃 ，Ｐ１８４ ，Ｃａ１ｍｃｒｏｓｓ，ｏク６〃 ，ＰＰ

　　４１９－２０，４２３
，Ａ１１ｅｎ　ｅｔ　ａ１

，ｏク６〃 ，ｐ１８

４０）Ｍｏｒｇａｎ，ｏ戸６批 ，ＰＰ．３４９；Ｐｅｌｌｉｎｇ，ｏク６〃，Ｐ．１８４－６

４１）Ｔｈｅ　Ｃｈａｎｃｅ１１ｏｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｃｈｅｑｕｅｒ： Ｗｈｉｔｅ　Ｐａｐｅｒ（Ｄｅｃ１９４７），Ｃ砂伽〃卿糾
　　倣〃加１９４８，Ｃｍｄ．７２６８．ＨＭＳＯ

４２）　４ｏ， ＰＰ・３－１２
．　 ｃｆ．Ｃａｉｒｎｃｒｏｓｓ

，ｏク６北， ＰＰ．４５２－３

４３）Ａｌｌｅｎ　ｅｔ　ａｌ
・ｏ少６〃 ，Ｐ１８ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク〃 ，ＰＰ１１２－３ ，Ｒ

ａｎｄａ１１
，ｏク６〃 ，ＰＰ

　　２８－９ ，ＭｃＣａｌ１ｕｍ，ｏク６〃 ，ｐ　ｇ

４４）Ｏｄｂｅｒ・ｏク泓，Ｐ
・３３９；Ａｌ１ｅｎ　ｅｔ　ａｌ，

ｏク ６加，Ｐ．１８；ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ声６北， ＰＰ．１１１ ，

　　１１３ ，ＭｃＣａ１１ｕｍ，ｏク６〃 ，ｐｐ８－９ ，Ｈｏｕｓｅ，ｏ少６〃 ，ｐｐ２２－３

　皿一２－３　小括　～　１９４５～５０年における地域政策の評価　　１９４５～５０年に

おける地域政策は，戦時挙国一致政府において合意された１９４４年『雇用政策白

書』に基づく「完全雇用」政策の下で戦後地域政策の枠組を決めた１９４５年産業

配置法及ぴＩＤＣ規制（１９４７年都市　農村計画法）により開発区域政策として推進

された。戦時から平時への移行期の地域政策は，戦中の軍事戦略的産業立地政

策の結果と戦後初期の繰り延へ消費需要に対応する投資フーム及ぴ不足する建

築資材に対する存続した戦時建築許可制度の積極的運用などの特殊事情が幸い

して，石炭危機下の４７年２月を除いて大量失業を再現することもなく予想以上

の成果を挙げた，といえよう 。この点は，ポノド危機（ドルの大量流出 ・潤渇の

危機）の深刻化による１９４７年１０月の緊縮 ・投資削減政策への転換に伴う地域政

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２４）
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策の後退によっ ても否定しえないものである 。

　戦後初期のこうした地域政策の成果を工場の地域間移転という産業立地政策

の角度から調査研究した商務省の研究資料『イギリスにおける製造業の移転 ：

　　　　４５）
１９４５～６５年』によっ て確認しておこう 。その中から ，１９４５～５１年の期間中に ロ

ノトノを含む南東部，ミソトラノスや外国出自の企業か主要 “開発区域”地域

である北部，スコットラノド及びウェー ルズヘ移転させた工場（新設を含む）

のうち，１９６６年末現在で操業中の工場数 ・雇用者数を集計したのが表皿一６で

ある 。

　　　表皿 一６　１９４５～５１年の “主要開発区域”地域への移転工場の原初地域

　　　　　　工場数 ・雇用者数　　　　　　　　　　　　　　（雇用者数単位 ＝１ ，０００人）

移転地域 北　部 スコットラソド ウェールズ ＵＫ合計

移転 雇用者数 移転 雇用者数 移毎 雇用者数 移転 雇用者数

工場 工場 工場 工場

原初地域等 数 男１合計 数 男１合計 数 男１合計 数 男１合計

北　　　　　　部 ２
一 ’

６
２． １：３ ．１

ウ　 ェ　 ー　ル　ズ ’ 一 ’
４

１， ０１１ ．２

スコッ 　トラソド
４

０． ２：Ｏ ，６ １６ １， ８１４ ．４

’
２５ ２， ３１５ ．６

南　　　東　　　部
４９ １１ ．７：２８ ．４ ２９ ３， １１５ ，４ ７４ ２０ ．２１３５ ．１ ４２９ ９３ ．８１１５７ ，９

イースト ・アソグリア ２ ’
２ ８

６， ４１８ ．１

南　　　西　　　部 １
■

２ １６ ３． １：５ ．５

東ミ 　ッ　ドラノド ８
２， ２１６ ．３ ４

０， ３ｉ１ ．４ ９
１， ６１５ ．３ ６６ ７． ４１２３ ．２

西ミ 　ッ 　ドラン 　ド ２
１． １：１ ．５ ５

Ｏ． ５１０ ．９ ３４ ８． ２１１１ ．９ １１３ ４０．３１５７ ．９

ヨークシャー＆ハンバー サイド
３１ １０ ．２１２０ ．９ ６ Ｏ， ２１０ ．６ ２ １０４ １７ ．０１３５ ．７

北　　　西　　　部 ７
Ｏ． ６１１ ．５ ９

１． ７ｉ３ ．２ １９ １， ９１３ ．７ ９１ １３ ．１：２４ ．１

不　　明　　（国　　内） ’
４

２， ６１３ ．４ １ １６ ４，
８１６ ．２

外　　　　　　国 ３
Ｏ． ６１１ ．２ ２０ １８ ．４１２９ ．４ １１ ４， ２１６ ，４ ５５ ２７ ．３１４４ ．７

合　計１＊ １０７ ２８ ．Ｏ１６２ ．７ ７７ ２６ ．８１４４ ，３ １５４ ４１ ．５１６９ ，４ ６０７ １５７ ．４１２７２ ．２

合　計２＊ １０９ ２８ ．１１６３ ．３ ９３ ２８ ．６１４８ ．７ １５４ ４１ ．５１６９ ．４ ９３３ ２１８ ．７１３７３ ．２

備考）０　本表は　１９６６年末現在操業中の工場と雇用者数を表示し　地域内　地域間の移転と新設を含む 。

　　　　本表の地域区分は，１…年に設定されたｒ経済計画地域」による 。

　　　　＊合計欄の１は地域間移転のみを示し，２は地域間 ・地域内移転合言十を示す 。

資料）Ｒ．Ｓ．Ｈｏｗａｒ
ｄ（１９６８），ｎ３〃ｏ刀舳３〃 げ〃舳泌ｏｃ工〃加９１〃〃び加工加び〃工”Ｋゴ昭６ｏ刎１９４ト６ａ

　　Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔ
ｒａｄｅ
，ｐ
．４０（Ａｐｐｅｎｄｉｘ　Ｃ）

　これによると ，地域内移転を除いて，１９４５～５１年に３地域への移転工場数は

イギリス 全体の６０７工場中３３８工場（５５
．７％），雇用者数で２７万２２００人中１７万６４００

人（６４．８％）に達している。個別地域では，北部が１０７工場 ・６万２７００人，スコ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（９２５）



　１０８　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第６号）

　　　　　　　　　　　５
ヅトラノトが７７工場　４万４３００人，ウェールスか１５４工場 ・６万９４００人とな っ

ている。工場移転の主な原初地域は，北部か南東部とヨーク！ヤー ＆ハノ

バー サイド，スコットラソドが外国（主としてアメリカ企業），ウェールズが南

東部と西ミヅトラノトである。国内的には 口■ト■を始めとする南東部からの

移転工場が圧倒的であるが，それもスコットランドまでは余り及んでいない 。

南東部以外は，比較的隣接地域間の移動を特徴としていることか確認できる 。

　またこれに関連して，戦後初期の地域政策の成果をルッ テノレによる工場立地
　　　　　　　　　　　　　　　４６）
と産業移転に関する膨大な調査研究の中から ，１９４５～５２年に開発区域で新設さ

れた分工場（ｂ・・ｎ・ｈ　ｆ・・ｔ０・ｙ）の工場数 ・雇用者数 ・本杜等からの距離に関する

集計表（表１皿一７）から補強しよう 。

表皿一７　１９４５年半～１９５２年半の開発区域における新規立地開設分工場

雇用数１

不明：

雇用数 推定雇用老数（人） 雇用規模別工場数（人）
者確認

ノ、初点からの距離（マイル

ブラソ１プラン 男 女 計
０－９９１１００一 き００一ケ５０ Ｏ－２９きＯ一

ト ２９９１７４９：超

１７５一
１１５０

ト ７４」 １４９１ 超

北 東　　部 ２ ８３ １１ ．６３８１１６
．８３８１

２８ ，４７６ ２０１ ３１：２２１　１０ ３１ １４１ １６１ ５０

西カンバーランド １ ７
４８５１ ６７５１ １， １６０ ３１

２１２１一 一　　 一１
３１
４

サウス ・ウェールズ １ １１９ ２１ ．４２２１１５
，１１９１３６

，５４１ ３９１ ５１１　１７１　１２
一

２１ ６２１ ５５

レ ク　　サ　　ム
■ ３

１． ５０５１ ８６０１ ２， ３６５
・　　 一１ ２１１ 一１

２１ 一　　 １

南ランカシャー 一
１８ ３， ５５６」６ ．４０９１ ６， ４０９ ６１ ６１　４１　２ １１１ ３１ ２１ ２

マージイサイ ド 一
３５ １３，１１３１９．１４２１２２ ，２５５ １３１ １１１プ　 ４ 一１

１３； １１ｌ １１

スコツ トランド ２ ７９ １２
．４３２１１１ ．７５１１２４

，１８３ ２８１ ２５１　１９１　７ ■　　　　■
６１ １１ ７２

含　言十 ６ ３４４ ６４ ．１５１１５７ ．２３８１１２１ ，３８９ １０９１ １２６１７３ｊ３６ １４１ ４０１ ９５１ １９５

備考）０　本表は，１９５２年半現在，なお操業している工場の集計であり ，期中に閉鎖された工場を除く 。

　　　　マージィサイドは開発区域指定前の１９４５～４９年の開設工場を含む 。
資料）Ｗ．Ｆ，Ｌ

ｕｔｔｅｌｌ（１９６２），ル６エｏびム ０６〃ｏ〃伽〃〃〃５炉〃〃ｏリ舳似Ｖ
ｏ１．１
，ＰＰ
．３６０－１．より借用 。

　表皿一７は表皿一６とは違って，１９５２年半現在の雇用数て完全操業時の潜在雇

用数ては必ずしもないことを考慮すると ，１００人未満工場数と３００人以上工場数

は同数（１０９工場）でありいわぼ操業間もない分工場としては比較的大規模工場

が多い。それは大企業の分工場という性格をもつものであるからであろう 。ま

た， 原初点からの距離が１５０マイル以上が５７％を占め，開発区域への分工場は

比較的に長距離移転を特徴としている，と思われる 。

　表皿一６と表皿一７を重ねあわせてみると ，概数的には，地域間工場移転のか

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２６）
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なりの部分が本杜を ロソトノを含む南東部，西ミヅトラノトや外国等の別地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）
に有する分工場によるであることが確認できると思われる 。

　４５）　Ｒ．Ｓ．Ｈｏｗａｒｄ（１９６８），丁加〃ｏリ３刎６〃ｏゾ〃舳伽６切ブ加８・１〃〃並び加〃３び〃一

　　　伽３Ｋ加９６ｏ閉１９４５－６５，Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄ ｅ．

　４６）Ｗ．Ｆ．Ｌ
ｕｔｔｅ１１（１９６２），ルｏ¢ｏびＬ０６〃ｏ〃舳〃〃〃３ケ〃〃ｏ刀舳６〃グＡ８切め

　　　げＲ６６６〃Ｅ功舳舳６６閉Ｇ陀〃Ｂブ〃閉，２Ｖｏ１ｓ ，Ｎ
ａｔ１ｏｎａｌ　Ｉｎｓｔｌｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ

　　　 ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｒｅｓｅａｒｃｈ

　４７）　この事実はまた，分工場は生産機能のみに特化して経営管理や研究開発機能は

　　　 ロソドン等の本杜所在地域に集中され，また生産合理化の際には工場閉鎖の最初

　　　の対象にされるという ，当該地域に「分工場経済」という新たな問題を生み出す

　　　が，本稿では論じない。さし当たり ，Ｈ．Ｄ．Ｗａｔｔｓ（１９８１），丁加Ｂ舳ごんル〃
　　　Ｅ６０〃ｏ閉ツＡ８〃めげＥ〃３閉ｏＺＣｏ〃ブｏ４Ｌｏｎｇｍａｎ，を参昭 。

（本稿は平成３年度文部省科学研究補助金による研究成果の一部である）

（９２７）


